Rural Policies in Showa Crisis, 1930-1934 by 暉峻 衆三 & Teruoka Shuzo
昭和恐慌期の農村対策
著者 暉峻 衆三
雑誌名 關西大學經済論集
巻 31
号 2
ページ 151-203
発行年 1981-09-10
その他のタイトル Rural Policies in Showa Crisis, 1930-1934
URL http://hdl.handle.net/10112/14528
151 
論文
昭和恐慌期の農村対策
? ?
衆
目次
1. この段階の農政の基本的特徴＝組織化
2. 農山漁村経済更生計画と産業組合拡充政策
3. 救農土木事業と農村負債整理事業
4. 農産物価格支持政策と小麦増産5カ年計画
5. 「満州」農業移民
1. この段階の農政の基本的特徴＝組織化
世界恐慌の一環としての昭和恐慌は，すでに第 1次大戦以降，独占段階のも
とで体制的危機をむかえていた日本資本主義に甚大な打撃をくわえ，危機を一
段と深めた。
そのもとで推進された恐慌と危機からの脱出の方向こそ，恐慌と踵を接して
おこなわれた「満州」軍事略取，金本位制離脱・為替管理のもとでの（戦時）国
家独占資本主義への本格的移行であった。それによって，財政・金融政策を中
心とする，国家権力の経済過程への直接的介入のもとで，対外的ならびに対内
的な統制と管理がいちじるしく強化され，経済部面の組織化が急速に進んだ。
こういった状況のもとで，周知のように日本は他の「列強」に先んじて恐慌
から這いあがった。「満州事変」にともなう軍事費の急増， 低為替政策，鉄鋼
をはじめ重化学工業品を中心とする関税引上げ (1932年＝関税定率法改正）は，
一方で国内市場を対外的に防護しつつ重化学工業を中心に国内需要を増大さ
せ，他方で輸出を増進することによって景気回復を促した。だが，それは他面
で米・英をはじめとする「列強」や，中国・インドなどアジアの植民地的諸国
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との対立を尖鋭化し，戦争の深みへ国民を一層ひきづりこんでいったことは周
知のことである。
以上のような国内市場の対外的防護とむすびついて，国内的にも，恐慌期に，
統制の強化と結合して企業のあいだのタテとヨコの組織化とともに企業内部の
組織化がいちじるしく進み，独占の制覇が大正期に比してさらに格段に進ん
だ。コンツェルンや下請制によるタテの組織化，支配の一段の進展のほか，と
りわけこの恐慌期に電カ・重化学工業部門を中心にヨコの組織化であるカルテ
ルが多数結成された。そして重要産業統制法 (31年）はこの部門のカルテルを
強固にする法的支柱となった。このようにして，日本で従来その基盤が脆弱だ
った重化学工業は，恐慌期以降，軍事によってテコいれされつつ，ょうやく本
格的展開の条件を与えられた。さらに，「輸出組合法」 (31年改正）によって重要
輸出品について輸出組合が，また「工業組合法」 (31年）によって指定産業につ
いて中小企業を包括する形で工業組合がそれぞれ結成されるなど，産業の全分
野にわたって企業（資本）の組織化と統制が急速に進展した。そればかりでな
く，組織化は企業の内部でもおしすすめられた。恐慌期に推進された「日本型
合理化」がそれであって，機械化よりもむしろ優秀でしかも低廉・豊富な労働
力を経営内で資本にとって効率的に組織化する方向が追求された。
このようにして日本が恐慌を契機に軍事先導のもとで国家独資占本主義に本
格的に移行しつつ，組織化と統制を格段に強め，「列強」に先がけて恐慌から
這いあがっていったのに対して，日本農業はどうであったか。
恐慌は米と繭を基軸とする日本農業にも甚大な打撃をくわえ，小作農はもち
ろんのこと自作農までをふくむ約 560万戸におよぶ全農民の経営と生活の再生
産条件を破綻させた。また，貸付地 1,000ヘクタールをこえる少数の巨大地主
(1924年=22戸）を頂点に，他方，その貸付地わずか数ヘクタール未満の，百数十
万戸に達すると推定される旭大な小地主層を底辺とするヒ゜ラミッド型の構成の＼
もとで，おしなべて小作農から高額現物小作料を収取する日本の全地主層の経
営と生活もまた破綻した。そして，これら 6百数十万戸に達する農民や地主をつ
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むらつみこむ村（•一行政村ならびに部落ー以下，同じ）や農業諸団体もまた，租税公課
や各種農業団体費の滞納増大のもとでその機能が随所で損なわれた。
このようにして，日本農業・農家（地主）経済・農村の「解体」の危機とも
よびうるような事態が恐慌期にあらわれたのであった。しかも，先述のように，
資本主義ないし工業部門は重化学工業に先導されつつ1932年以降恐慌から這い
あがっていくのに対して，農業は凶作ともからんで34年まで「長期農業恐慌」
にあえぎつづけ，いわゆる「跛行景気」があらわれた。そして，この長期農業
恐慌のもとで，土地とりあげをめぐる深刻な小作争議が東北・養蚕地帯を中心
に，しかも同じ村内部の小地主と小作農のあいだで激発したのであった。工業
部門が国家独占資本主義への移行にともなう組織化と統制のもとで恐慌を脱し
ていったのに，農業はなお恐慌にあえぎつづけたこと，しかも，農村出身者が
8割を占めるとされた日本の軍隊が「満州」に投入されていったときに，ほか
ならぬその農村が疲弊し，その平和が破られて争議の激発をみたことは，支配
層にとってまさに危機として意識された。
部落こそはむらびとが伝来的にともに生産し生活してきた重要な場であり，
日本の社会の平和と階級協調の重要な基礎として役立ってきたところである。
そこではむらびとすぺてが，地主—自作農ーー小作農といった階級· 階層の
違い， それら相互間の矛盾・対立をこえて，「隣保共助・共同融和」の精神の
もとで，同じむらびととして共同体的関係のもとに包みこまれ，組織されてい
た。だが，その部落にも第一次大戦以降亀裂が生じ，体制的危機の時代が到来
していた。昭和恐慌はその危機をさらに一段と深めたのであった。恐慌と争議
激発は，一面では農村「解体」の危機を深めたが，他面では，あらためて伝来
的部落なり行政村をみなおし，それを基礎にして農村の更生を計つていかねば
ならかいという志向を，中央でも村のレベルでも逆ににわかに強めた。
第 1次大戦以降の労働市場の展開のもとで，近畿を中心とする西日本の小作
農民は自分の労働力の価値にめざめ，「V」一ーといっても賃金格差構造の最
低部類に属する農業日雇賃銀相当のーと「C」—肥料代に代表される一一
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の確保，そのための小作料減免を要求して争議にたちあがり，各地で減免をか
ちとっていた。そのもとで，地主は高額現物小作料収取においていまや一定の
後退を余儀なくされていたが，それでも1920年代の「相対安定期」においては
彼らはまだ何とかやれた。
だが，昭和恐慌で農産物価格が激落し，労働市場も縮小して，失業増大や賃金
の下落と不払いが生ずるに至ると，一方では小作農民はもはや大正期のような
小作攻勢的争議を展開することが困難となり，就業と生活の場としての土地に
対する依存・しがみつきをにわかに強めざるをえなくなった。にもかかわらず，
東日本と養蚕地帯を中心に恐慌期に争議の激発をみることとなったのである。
周知のように，この争議は土地返還争議を中心とするものだった。それは，小作
農にとって，より高次の水準の「V」と「C」の確保要求といった攻勢的・前
進的なものではなく，逆に従来から小作農が耕作していた就業と生活の場とし
ての土地を恐慌下になんとか死守できるか失うかのまさに守勢的なもの，だが
内容的には小作人の生活と命のかかったきわめて深刻，苛烈なものだった。
他方，地主の小作人に対する攻勢的な土地返還要求も，彼らが経済的に窮
し，追いこまれたもとでの行動だった。恐慌下の，小作人の小作料滞納，地主
の困窮による土地売却や自作化などを契機に，地主は土地返還を要求した。と
りわけ旭大な在村小（耕作）地主層が苦しまぎれに自作化を志向して土地返還
を要求したことが恐慌期の特徴だった。小作争議は，高額現物小作料の収取を
めぐって相対立する地主と小作人のあいだのものではあったが，同じく恐慌で
窮迫し，相互に譲歩するゆとりをなくしたもの同志の，生活と命をかけたぶつ
かりあいだった。こういった地主小作間で調整・打開の方途を見出し難い深刻
な争議の激発もまた，体制の側にとってまさに農村「解体」の危機としてとら
えられた。こういった危機的状況は，養蚕地域を中心に展開された下からのフ
ァシズム運動（自治農民協議会に代表される）や軍部急進派 (5.15事件）に先導され
た上からのファシズム化における重要な媒体ともなった。
体制にとってこの恐慌と危機打開の方向は，総じて，日本の政治・経済機構
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の民主主義的改革を排除しつつ，対外的略取の敢行のもとで，日本を国家独占
資本主義に本格的に移行させていくことであった。農業面では，大正期以来，
農政の中心課題として農林官僚が検討・準備してきた，小作関係の基準の変更
にふれる小作法制定さえもが，この恐慌期には棚上げされた。恐慌の只中に土
地返還争議が激発するもとで，むしろこの種の争議の防止に役立つ小作法の制
定が一面では強く要請されていたにもかかわらず1)'1931年の小作法案の流産
ー地主勢力の影響の強い貴族院での審議未了ー以後，農業恐慌期 (30年代前半）
を通して農地立法の企図が棚上げされたのは何故だろうか。それは，恐慌が危
大な小地主層をふくむ全地主層にも甚大な打撃を加え，彼らに小作人に対する
「若干の譲歩を意味する小作法を甘受する余裕を失わしめた」2)からに他なら
なかったといっていい。厖大な小地主層と小作農民層がともに困窮するという
現実のもとでは，一方の救済が他方に犠牲を強いるような政策はかえって危機
を深めることとなり，絶対に避けねばならなかった。
このようにして，直接的には小作問題を回避し，したがって高額現物小作料
収取・小作権劣勢のメカニズムを基本的には温存しつつ，さしあたり地主・小
作双方に抵抗なくうけいれられるような，恐慌と危機の打開策がこの期に展開
されることとなった。
この時期の農村対策は多岐にわたっており，また相互に関連しあっていて，
単純に分類しえないものも多いが，ほぼつぎのように大別しうるであろう 3)。
・農業恐慌と危機の打開をめざす農村対策としてこの期に登場する特徴的で中
1)日本農業研究所編「日本農業年報」第7輯昭和10年上半期（改造社， 再刊＝御茶の水
書房）は，「第9回地方小作官会議」 (1935年）でも， 9卜作官から「小作権物権化を目
的とする小作法制定」の必要がつよく訴えられたとしつつ， I卜作調停法や自作農創設
維持助成規則といった弥縫策ではなく，「小作法制定により小作権確立をはからねば
根本的解決なし」 (57ページ）と主張している。
2)小倉武ー「土地立法の史的考察」農業評論社， 1951年， 6_15ページ。
3) 1931~33年度の「農村救済策」を列挙したものとしては，協調会農政課，「昭和7年度」
および「昭和8年度農村問題概観」（『社会政策時報」第149,161号，所収）を参照。
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心的なものは，A)資本主義と工業の向うを張って，日本農業についてもその組
織化と統制（「計画化」）を，部落を基礎に強めようとする政策であった。それは
具体的には，@:農山漁村経済更生計画 (32年開始）， ならびにそれと結合され
た⑥：産業組合法改正 (32年），産業組合拡充 5カ年計画 (33年発足）が中心で
あった。
さらにAと結びつけられることによってその政策効果が期待されたものとし
て， B)農業市場（農産物・農業用生産手段・農業金融市場）への国家権力の介入・
助成を一段と強める政策があった。これらは，すでに以前から，とりわけ第 1次
大戦以降の国家独占資本主義への傾斜のもとで展開されつつあったが，恐慌期
に一段と拡大・強化された。具体的には，@:米穀法改正 (31年）→米穀統制法
(33年）→米穀自治管理法 (36年），⑥：製糸業法・糸価安定融資担保生糸買収
法 (32年），⑥:関税定率法改正 (32年，小麦 t粉〕・高梁・とうもろこしなど引上げ），
④ :A⑥の産業組合強化策，⑥：肥料配給改善助成規則 (30年），①：農業動産
信用法 (33年），などであった。
さらに，恐慌期の農業政策としてはやや特異であるが， C)農家経済と日本
の国際収支の改善を計るための小麦増産 5カ年計画 (33-37年）があった。
また，直接農業恐慌の克服をめざした農業政策ではないが， D)過去の農家負
債を整理し，また恐慌による農家所得の減少を土木事業の施行で補なうことを
企図した応急的農村対策があった。具体的には，@:農村負債整理事業（同法一
33年），⑥：救農土木事業 (32-34年）がそれである。
さらに， E)恐慌期における対国内農村対策をもってしても処理しえぬ農村
過剰人口•土地問題を対外的に「打開」しようとした「満州」農業移民政策
(33年送出開始）があった。
以上， A→Eの政策のうち，この段階の基軸に据ぇられたのはAであって，
B→Eの政策もAと結びつけられ，その一環に組みこまれることによってその
政策効果が期待されたのであった。ところで， Aを基軸とするこの期の農村対
策は，総じて，農業市場・農村賃労働市場への公権力の介入・助成の強化と結
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合しつつ，部落を基礎に据えて日本農業の組織化と統制を推進し，それによっ
て農業恐慌，ひいては体制的危機の克服をめざしたところに特徴があったとい
っていい。そのようなものとして，これらの農村対策は，国家独占資本主義的
政策であると規定していいものであった。
だが，結論を先まわりしてのべるならば，それは第 1に，前述したように，も
っとも重要な小作問題を匝接には回避することによって，そこでの矛盾を解決
しえないままのちに持ちこすこととなった。第 2に，恐慌克服のための国家独
占資本主義的農村対策は，同時に，恐慌を契機に一段と強まる独占資本の支配
体制に日本の農業・農村を一層強く組みこんでいく役割を果したことである。
たとえば，のちにのべるように，産業組合の拡充・強化ならびにそれと結合す
る肥料の購買事業拡大のための助成策は，従来の商人資本（肥料商）収奪の排
除に役立つと同時に，この期に勃興する化学肥料独占資本のための市場拡大に
も役立った，などはその一例である。第 3に，小作問題を回避しての国家独占
資本主義的政策という二重の枠組をもって展開されたこの期の農村対策は，財
政逼迫と他方での軍事費優先の圧力に狭撃されて，農業恐慌ひいては危機の克
服策としても十分な効果を発揮しえなかった。このようにして農業問題の多く
が積みのこされて， 30年代後半以降の戦時期にもちこされることとなった。
以下，基軸的政策であるAを中心に，この期の農村対策の特徴と問題点を要
約的にのべることにしよう。
2. 農,,,漁村経済更生計画と産業組合拡充政策
恐慌克服のために村を基礎にすえて日本農業の組織化を早急にはかる必要が
あるとの認識が，体制的枠組のなかで中央でもまた地方のレベルでも（後者は
兵庫県をはじめとする各府県農会の「自力更生運動」に反映）にわかに高まってきた
のは，現状に対するつぎのような危機的把握がその基礎にあったからだといっ
ていい。
資本主義ないし工業部門が恐慌を比較的早期に克服しえたのは，恐慌を契機
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に組織化と統制を急速に推進したことによるところが大きい。それとは逆に，
農業恐慌がとりわけ深刻でかつ長期に持続しているのは，日本農業の非組織性
と無計画性，「経営ノ不統制二因由スルコト頗）レ大」4)とされた。そこにまた商
人・金貸資本の跳梁と収奪を許す条件があるとされた。
では，蒐大な零細経営農民層をかかえこんだ日本農業を組織化し，日本農業
に統制と計画性を導入する条件，手がかりはあるのだろうか。それは村一部落
さらには行政村ーにあるとされた。すでにのべたように部落こそは，利害を異
にする階級・階層に属するものを「隣保相（共）助，共同融和ノ精神」5)のもと
に同じむらびととして包みこみ，水利や農作業などの生産からさらには生活に
またがって広く共同体的機能を果してきた伝来的組織であった。それは日本資
本主義の展開に伴う商品経済の侵透と農民層分解の進展のもとで一定の変容と
後退をとげながらも，依然としてむらびとを包みこむ組織として機能していた。
行政村ならびにそこでの農会や産業組合も，そういった部落を基礎にふまえつ
つ存立し，さらに上部機関，全国的系統組織に連結されていた。
このようにして，深刻な農業恐慌と危機は，部落さらには行政村にあらため
て着目し，行政指導や財政・金融の強化と結合して，村を基礎に日本農業の組
織化を推進しつつ恐慌と危機をのりきっていく必要があるとの認識を中央のみ
ならず地方・村のレベルでもにわかに強めた。 こういった課題に対応し-て，
「農山漁村経済更生計画」 (32年発足）が，「自力更生」のスローガンのもとに村
レベルのエネルギーを引きだし，統合しつつ，この期の農政の中心に据えられ
る形で展開された。だが，それは，財政的逼迫と他方での軍事費増大の圧力の
もとで，財政的にはきわめて安上りな政策として展開された (32年度，鳴物入り
の経済更生計画に関する予算計上額はわずか221万6,000円）。「農村部落ニオケル
固有ノ美風タル隣保共助ノ精神ヲ活用シ……農山漁村ニオケル産業及ビ経済
4)農林省経済更生部「農山漁村経済更生計画施設概要」（第2の2),1934, 443ペー ジ，
愛知県の部。 ― 
5)同前書の各県報告の随所にでてくる。
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ノ計画的，組織的刷新ヲ企画シ」6)とか，「産業及ビ経済全般二互リ組織的村落
経済ヲ組織シ，更ニソノ連絡統制アル結合ニョリ農村経済ヲシテ現下一般ノ
経済機構ノ中二確乎不抜ノ地歩ヲ保持セシメ」7)といった異句同音の主張が中
央，地方を問わず随所で高唱されつつ，経済更生計画へのとりくみがおこ
なわれた。
この経済更生運動の具体的経過については，近年研究もかなりでているの
で8)ー， ここではその特徴点をのべるにとどめよう。
経済更生「計画の樹立および樹立後の計画実行の統制に当たる唯一の機関は
町村経済更生委員会」9)とされた。 この行政村単位に設立される「経済更生委
員会」は，村長を会長に，委員には村会議員・農会総代（長）・産業組合役員
（長）・学校長・在郷軍人分会長・青年団長など「村の主要なる人物を網羅して
組織」された。ここで注意すべきは，更生計画は行政村単位とされたが，その
6)農林省訓令第2号「農山漁村経済更生計画二関スル件」〔32年〕（農林大臣官房総務課
編「農林行政史』第2巻 農林協会， 1957年，所収）1166ペー ジ。
7)前掲注4)363ペー ジ（長野県）。
8)経済更生運動については，さいきん研究も深まっており，そのくわしい経過について
はつぎのものを参照してほしい。
井上晴丸「日本資本主義の発展と農業及び農政』（『井上睛丸著作選集」第5巻 雄渾
社，1972年，第5章366-374ページ），森武麿「日本ファシズムの形成と農村経済更生運
動」（歴史学研究会編集『世界史認識と人民闘争史研究の課題』青木書店，1971年，所収），．
「戦時下農村の構造変化」（『岩波講座 日本歴史 20近代7」, 1976年，所収）， 森芳
三「昭和初期の農村経済更生運動について一山形県のばあい」（東北大学経済学部
「経済学」 Vol.29 No.3.4, 1968年，所収），中村政則「経済更生運動と農村統合一長
野県浦里村のばあい」（同「近代日本地主制史研究」東京大学出版会，1979年，所政），
小峰和夫「ファシズム体制下の村政担当層」（大江志乃夫編『日本ファシズムの形成
と農村」校倉書房， 1978年， 所収）， 暉峻衆三編著「近代日本農業史」 有斐閣，
1981年．所収の第4章（小峰和夫担当）， 上条宏之「恐慌下農民運動と経済更生運動
の実態」（現代史の会編集「季刊現代史」 No.2, 1973年， 5月，所収）。
9)三宅発士郎（農林省経済更生部総務課長）「農村憲法としての農村更生計画の樹て方」
（『帝国農会報』〔農村経済更生特集〕第23巻第3号， 1933年3月，所収） 112ペー ジ．
さらに，こことつぎのパラグラフの他の引用文も同じく87,88,112ページから。
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さいあくまでも「部落および実行組合が基礎的中心（団一暉峻）体」として位置
＇づけられたことから，部落の「各実行組合長または各区長は委員会の委員とす
ることが必要である」とされたことである。
このように「農村部落団結こそ，こんにちの農村不況を克服する基礎的動力
である」との認識のもとで，「ただに産業組合のみならず町村（経済更生一暉峻）
委員会も，町村も，町村農会もすべてこの農家小組合を産業経済の基礎団体と
せねばならぬ」，とされたのであった。
さらに，産業組合は＇「金融，利用，生産物の販売・ 購買の点につき経済更生
上の実行機関（として一暉峻），今回の経済更生上重大なる責務を有するもの」
として位置づけられ，経済更生計画と結合して産業組合拡充 5カ年計画 (33年
発足）が重要施策として推進された。 そして，同計画作成の32年には産業組合
法が改正され，農家小組合10)を農事実行組合として法人化して産業組合に団体
加入させる途が拓かれた。こうして従来，手のとどかなかった小作貧農層をも
かかえこむ形で部落ぐるみ産業組合の基礎に据えていく方向が追求された。，ま
た，のちにみるように，経済更生計画の一環をなした農家負債整理事業も，部
落単位に負債整理組合を組織することとされた。このように，経済更生計画に
関連する諸施策が「ほとんどことごとく部落を媒介として施行されたことは，
今次の更生運動のいちじるしい特色」11)とされるほどに，恐慌克服の基本的動
力が強く部落に求められたことに注目しなければならない。
小作争議などで分裂することなく，「隣保相助・共同融和」の精神のもとで
村として一体となって「自力更生」にとりくむことができる条件をもったもの
は「指定村」として認可され，更生計画樹立に対して 1町村 100円の補助金が
10)農家小組合は，部落を基礎とする農家の伝来的な共同組織であり，種々の共同作業，
共同販売・購買，その他生活面での共同機能を営む。これについては，東畑精ー「日
本農業の展開過程J岩波害店， 1936年， 23-26ベージ，および竹中久二雄編著「集落
組織の展開と地城農業J農林統計協会， 1980年， 3--9ペー ジを参照。
11)農村更生協会「部落更生読本』1938年， 1-2ペー ジ。 なお，この引用文は， 竹中
前掲書， 73-74ペー ジより。
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交付された。農家経済の改善，経営費の節減のために，生産物販売や経営用品
購入の「統制」（産業組合組織・機能の強化と結合して）， 簿記励行と結合した経営
合理化（労力利用合理化・共同化・自給部分強化・農業経営の計画化など）， 農家負債
整理など多岐にわたる事業が，「自力更生」のスローガンのもとに，それぞれの
地域の実情に即して全部落民を安あがりに動員しつつ展開された。
この経済更生運動は太平洋戦争開始後の42年まで展開されるが（それ以後はあ
らたに「標準農村建設」政策〔43年開始〕に衣替えして展開される）， 32年の 1,469町村の
「指定」を皮切りに， 34年までの3カ年間に4,666町村，全町村の41%が指定をう
けた。以後，恐慌脱出と戦時への移行にともなって年次別指定町村数は減少す
るが， 40年までに総計9,153町村， 全体の81%までが更生計画指定町村となっ
た。そして，この運動を村で現実に担っていく「中堅人物」 12)ー ー中農層基軸
の「精農」一ーを養成すべく， 34年から国庫助成により「農民道場」が全国的
に設置されていった (42年度までに37カ所）。
このように，経済更生運動は，恐慌期から戦時期にまたがって継続された
が，そのもとで果す機能と役割には変化がみられた。すなわち，恐慌期におけ
る農業恐慌と危機克服のための日本農業の組織化，そのもとでの統制と計画性
の導入から，戦時への移行にともなって，戦時経済推進のための日本農業の組
織化と統制へと推転していった。
ところで，恐慌と危機克服のための経済更生運動は，一面では，商品経済の
激浪から日本農業を守るために，自然経済的循環（自給部分）を部落と農家で逆
に強化しようとの志向を生みだした。帝国農会幹事として経済更生運動につい
て多々発言している岡田温も，「もっとも無難な間違いのない計画」の筆頭に
「自給経済部の充実拡張に関する計画」 13)をあげている。しかし，経済更生運
12)井上晴丸 前掲書， 371頁，「中堅人物」についてはさらに，森武麿 前掲論文「日本
ファシズム……」， 143-145ページ参照。
13)岡田温「農村経済更生計画の進行と所感」（前掲「帝国農会報』第23巻第3号，所収）
18ページ。
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動を「自給自足主義」として一面的にとらえることは正しくないであろう 14)0 
恐慌の打撃がほかならぬ農民・地主経営の商品経済化の現実によってもたら
されたものであることから，この商品経済の基礎上で流通・信用• 生産関係を
部落を基礎に組織化し，計画性を導入することに，むしろ経済更生運動の力点
がおかれたというべきであろう。そのことによって，商人・金貸資本の跳梁と
収奪の防止，むらびとにとって農業市場条件の改善，さらには更生計画ととも
にこの期に展開された米・繭の価格支持，肥料流通条件改善，農家負債整理と
いった諸施策の効果も期待されたのである。
そうであるからこそ，経済更生計画のなかのさらに中軸に産業組合拡充計
画15)が据えられたのであった。そのもとで，信用・販売・購買• 利用の4種事
業兼営の産業組合を全農村に設立し，部落を基礎に全農家を産業組合に組織す
る方針（「全戸加入」）が採用された。産業組合中央会首席・千石興太郎は，都市
・資本主義対農村という特有な「産業組合主義」の構図のもとで，この拡充計
画が実現された暁には「農村より都市の資本主義経済勢力と，その農村におけ
る末梢機関の全面的排除を実現することになり，ここにはじめて農村独自の経
済的組織を確立しうることとなる」16りとしたのであった。
事実，この期に政府の助成をうけつつ， 4種兼営産業組合の割合は， 32年の
3割から34年の 5割の水準へ，そして37年には 7割へと急増した（第1表）。そ
してまた，政府の助成策のもとで，農産物販売および農業用品購買市場におけ
る産業組合の比重はこの 5カ年計画のあいだにけんちょに高まった（第2表）。
とりわけ農民の生産手段のなかで最大の費目である金肥は，重量計算で32年の
14)このような見解をとるものとして，安富邦雄「昭和初期・救農政策の形成一消滅過程
に関する若干の考察」（福島大学経済学会「商学論雄」 Vol.40 No. 3・4, 1972年6月，
所収） 155-156ページ参照。
15) 「産業組合拡充5カ年計画」についてくわしくは， 『産業組合発達史」第4巻 産業
組合史刊行会， 1966年，第1章参照。
16)千石興太郎「産業組合拡充 5カ年計画」（『産業組合」 32年11月号，所収），この引用文
は，前掲「産業組合発達史」第4巻， 26ページより。
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第 1表産業組合設立状況
I うち，(Bffi鎌営 l(B)/(A)(彩) | 
163 
組(1,0合00人員） 数
1932年 14,352 4,497 31. 3 4,978.2 
33 14,651 6,062 41.4 5,238.3 
34 14,815 7,206 48.6 5,505.9 
35 15,028 8,340 55~5 5,795.1 
36 15,460 9,831 63.6 6,127.4 
37 14,512 10,361 71. 4 6,206.4 
40 15,101 p,968 79.3 7,147.8 
資料）農林省農政局「本邦農業要覧』（昭和17年版）・,302頁より。原資料は農林省総務
局第37次『産業組合要覧」。
注） 「組合員数」の40年欄は， 39年の数字。
第2表販売・購買における産業組合の比重
I &r:tX I国内w生産高 I農家(B販)売高 I倉産庫組販・売農高業(C)I (C()/%(A)  I (C%)/() B) 
米 (1,000俵）{ :~~ 146,672 67,292 10,516 7.2 15.6 165,752 23,787 14.4 
販 小麦 (1,000俵）
{ 32 7 
・17,466 9,518 1,116 6.4 1. 7 
23,624 6,492 27.5 
売 繭 (1,000貫）
{ 37 2 
88,886 8,530 9.6 
事 85,971 12,337 14.4 
鶏卵 (1,000箱）
{ 37 2 
11,854 910 7.7 
業 13,087 1,452 11.1 
なたね (1,000袋）
{ 37 2 
1,624 206 12.7 
2,205 1,036 46.9 
1国内消(A)費高 I 1産組唇売高 l(C)/(A) I 
！ 金肥 (1,000トン）{ :~ 年 3,956 747 18.9 4,271 1,678 39.3 飼料 (1,000トン） 32 687 86 12.5 
資料）前掲「産業組合発展史」第4巻 6頁， 第394表より作成。原資料は産業組合中
央会「産業組合拡充5カ年計画第5年度実績報告」。
注）なお，「5カ年計画」では，最終年 (37年）における産業組合取扱比率（彩）は，
米は国内生産高 (33-36年平均）に対し12%〔28-31年平均 =496であった〕， 管
外移出米 (27-31年平均=3,200万俵）に対し57%(1,800万俵）とされた〔28-31年
平均=20彩であった〕。
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19彩から37年の39%へと大きく増大した。これは，政府が30年に「肥料配給改
善助成規則」を公布して産業組合系統組織の肥料購買事業を財政的にも (400万
円）助成したことによるところが大きい。さらに，この時期には，三池窒素（年
産12万トン），満州化学工業 (18万トン）をはじめ硫安工業が急速に勃興し，また
全購連自身32年に満州化学工業の株式 5万株を投資して，硫安の販売権を掌握
するといった，化学肥料独占と産業組合の癒着の動きがみられた17)。これら肥
料独占資本と産業組合双方にとって，肥料商人を排除しつつ広大な農業市場を
安定的に確保することは望ましいことだった。
このようにして，米穀・肥料商人をはじめ，従来農業市場に広く根を張って
きた商人・金貸資本は，国家の助成策に支えられた産業組合の急速な進出のも
とで漸次圧迫され， 後退を余儀なくされた。 これら米肥商を中心に「反産運
動」がこの期に展開された背景もここにあった。
ところで，経済更生運動全体がそうであるが，とりわけその中軸をなす産業
組合拡充計画も，部落を基礎に据えつつ展開されたことは，小作貧農層までふ
くむ全部落民を，その経営的側面においてとらえ，部落的枠組のもとに組織し
つつ，彼らを恐慌と危機の打開のために動員したことを意味する。そのもとで，
従来小作争議に加わり，それに傾いていたような小作農も，地主層までふくむ
全村民の困窮と，小作料と土地をめぐる同じむらびとのあいだの矛盾の激化と
いう危機的事態の進行によって逆に促がされ，上からの諸施策の展開にテコい
れされつつ，部落ぐるみの経済更生運動へと統合されていった。•財政的にはき
わめて安あがりなものであったとはいえ，経済更生計画は農民をこういう方向
に誘導していくうえでそれなりの効果を発揮したといえる。小作農民，さらに
ひろく全勤労農民が，対地主・対独占の階級斗争の方向ではなく，部落ぐるみ
の自力更生運動へと動員されていく過程は，同時に，恐慌を契機に進む，日本
のファシズム化の過程を照応していた。恐慌克服のための経済更生運動による
17)肥料問題をめぐる動向については，前掲，協調会農村課「昭和8年度農村問題概観」
6, 26-30ページ参照。
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部落を基礎とする全村民の統合と動員は，・ファシズム化のための全村民の統合
と動員に連結された。
したがって，この段階に産業組合拡充の必要を熱心に説いた千石興太郎の所
論についても，それをたんに「隣保共助の産業組合教育の徹底によって拡充を
計っていこうとする•…••協同組合理論としては非科学的な議論」18) として片付
けるわけにはいかないのであって，この段階にこのような議論がでてきた根拠
と背景，それが果した歴史的役割にあらためて着目する必要があろう。
もちろん，産業組合拡充計画，さらには経済更生計画全体には他面で重大な
限界があり，体制の側が予期したような効果も収めえなかった点にも留意する
必要がある。たとえば，産業組合が企業体として経営原理を払拭しえない以
上，小作貧農をふくむ全部落民の産業組合組織への包摂といっても，実質的包
摂度と組合からの受益度には階層差を免れず，小作貧農はそれらの点でもっと
も稀薄だったといわなければならない。また，部落を基礎に日本農業の組織化
と計画性の導入を計るといっても，その範囲はせいぜい村であり，とうてい日
本農業全体に及ぶものではなかった。そういった状態のもとでは，村段階の経
済更生計画の多くが農産物の増産や商品生産の増進をめざしていたことを考え
ると，更生運動がかかげる農産物過剰の解消，恐慌克服の実現はなかなか困難
だったといわなければならない。米・繭以外への転作を計るにしても，こんど
はこの転作部門で過剰が生じ，かえって恐慌があらたな部門に拡大する危険も
あった19)。このように，資本主義の枠内で恐慌と危機の克服をねらいとした経
済更生計画にはそもそも重大な困難がふくまれていたのである。
ところで，栗原百寿は，「日本資本主義の国家独占資本主義への移行……の
朋芽的諸契機はまさに大恐慌を画期として系統的にあらわれてきた」とし，農
18)斉藤仁編「日本資本主義の展開と産業組合」日本経済評論社， 1979年， 84ページ，加
瀬和俊の発言部分。
19)すでに当時において，これらの点は更生運動の問題として危惧されていた。たとえば，
石橋幸雄「農村経済更生運動の諸動向と現段階」（『帝国農会報』第24巻第2号， 1934
年2月号，所収）を参照。
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村更生運動開始，米穀統制法成立を「国家独占資本主義の主要な前駆的諸契
機」の農業におけるあらわれとしてとらえている。そして，この期の農業政策
を特徴づけ，その基軸をなすところの「農山漁村経済更生運動は，産業組合拡
充 5カ年計画を中心とする官僚的地主的な農業恐慌対策であったが，それは一
方で農業恐慌によって激化された小作貧農層を先頭とする農民闘争の高揚に対
抗する地主富農的な道であるとともに，他方ではそれは，産業組合をバイプと
して，流通過程の面から，独占資本が実質的に農業を直接把握していく過程で
あり，・しかもそれが国家権力をつうじて強力に推進されていったものとして，
日本農業の国家独占資本主義的再編成の初発であり，その前駆的段階をなすも
のにほかならなかった」20), としている。
この栗原のいう， (1)「官僚的地主的な農業恐慌対策」， (2)「農民闘争の高揚
に対する地主富農的な道」， (3)「国家権力をつうじて」「流通過程の面から独占
資本が実質的に農業を直接把握していく過程」といった諸規定は，いずれもそ
の内容，および相互の関連という点で必ずしも明確でなく，かつ不正確さをも
っているといえよう。そもそも産業組合拡充と結合した経済更生計画は，第一
義的には農業恐慌の克服を目標とし，そのことを通じて危機の克服（争議の沈
静化，農村平和の回復）をはかろうとしたものであった。そのために，栗原のいう
(3)の過程が推進されたのであるが，そのばあいも独占資本が日本の農業・農民
を直接把握したのではなく部落を基礎に据え，それを媒介にして把握しようと
したことが重要なのであり，栗原の論ではその点が欠落していることが重視さ
れねばなるまい。
このことはさらに栗原の(1),(2)の規定についても問題を生じさせる。恐慌と
危機の克服をめざす経済更生運動が，「隣保相助・共同融和」をかかげつつ部
20)栗原百寿「現代日本農業論」（青木文庫）上， 1961年，26-27ページ。なお，栗原は，日本
における「国家独占資本主義への移行はいわゆる昭和11年ないし日華事変の昭和12年
のいわゆる財閥と軍閥官僚との抱合をもって現実的に開始するにいたった」 (26-27
ページ）とし，昭和恐慌期をまだその萌芽期としてとらえている。
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落ぐるみの運動として展開されたことは，この運動の担い手にも一定の変容を
生じさせた。それを，一義的に「官僚的地主的恐慌対策」，「地主富農的な道」
と規定することは問題であろう。従来，日本の村では，がいして「地主富農」
（在村〔耕作〕地主や自作上層）が政治的・社会的に主導的地位を占めてきたとい
っていいが，更生運動の展開のもとで，彼らはひきつづき主導的地位を保持し
つつも，さらに，かつて小作争議の指導層でもあったような自小作中農層を中
心に，より下層の耕作農民層が次第にこの運動に統合され，その担い手として
登用されていった点にも着目する必要があろう。また，そのようにしてはじめ
て部落ぐるみ，村ぐるみの運動として全村民のエネルギーを恐慌と危機の克服
のために動員しえたというべきであろう。
さらに，経済更生運動におけるこの自小作中農層の登用と関連して論議され
ている，この運動におけるいわゆる「（地主的）土地所有の論理」と「（農民的）
経営の論理」との関係についてもふれておこう。この運動において中農を中心
に耕作農民層が登用されてきたこと，この運動の中軸におかれた産業組合拡充
が部落ぐるみ全村民をその経営的側面でとらえ，組織化しようとしたものであ
ること， こういったことは，「農民的経営の論理」が経済更生運動のもとで重
視され，その比重を高めたことを意味するといっていい。しかし，そのことは，
「経営の論理」が「土地所有の論理」との「決定的な対決」のもとでそれを圧
倒し，さらには消滅させていったことまで意味したであろうか。
森武麿は，経済更生運動における農村中堅人物の養成と関連して，その「歴
史的役割は『自小作前進型」による小作争議指導者層を国家的恐慌救済策によ
る経営の安定拡大をテコに，逆に体制補強の別働隊に転化し，ファシズム推進
のための社会的基盤にまで培養したばかりでなく，国家が農民経営に経済合理
性にもとづく『農民的剰余』の観念を培養し，経営の論理を導入しようとした
ことは，内在的に地主制との決定的な対決の要素を内包するものであった」21),
としている。さらに，のちの戦時期のこの運動における中堅人物の性格と関連
21)森武麿 前掲「日本ファシズム…•••」, 145ページ。
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して，ここでは現に「所有の論理から経営の論理への切換へ」がおこなわれて
おり，「更生運動のゆきつく到達点は，地主的土地所有の制約＝否定であっ
た」22), と結論している。
経済更生運動の段階に，政府が果して農民経営に「V」を超える意味での
「農民的剰余」(「M」)9の観念を培養しようとしたといえるか，はここでは問わ
ないことにしよう。そのうえで，恐慌期の自小作中農層の中堅人物としての登
用~ 自小作に限定されたわけではないと思うのだが一ーが
「地主制との決定的な対決の要素を内包」していたというのは，この段階にお
ける「土地所有の論理」の過小評価というべきであろう。
前述のように，高額現物小作料収取，耕作権に対する所有権優位の小作関係
基準をいささかなりとも小作農に有利な方向に変更しようとする小作法がこの
恐慌期に棚上げされたという事実こそ，この段階になお「土地所有の論理」が
基本的には貫徹していたことを意味したといえよう。
このような枠組みのなかで，村民の経営的側面をとらえつつ部落ぐるみ，村
ぐるみの運動としておこなわれた更生運動は，「経営の論理」，自小作層の地位
を従来に比して高めはした。しかし，村の「経済更生委員会」の構成をみても，
東日本を中心に一般に在村耕作地主層や自作上層がなお主導的地位を占めて
いたといっていい23)。また，新潟県の市町村農会役員構成をみても（第3表），
1935年段階でもなお，会長の70彩は地主であり，自作層の249,るをくわえると94
％に達し，ここでも「土地所有の論理」が貫徹していた。副会長も， 地主の
比重が若干低下し，自作の比重が若干高まってはいるが，なお50;!るは地主であ
り，自作層をくわえると89%に達する。評議員クラスになると，自小作が19,る
22)森武麿 前掲「戦時下農村..…•」,336, 345ペー ジ。
23)小作争議が激烈に闘われた長野県埴科郡五加村（現戸倉町）でも，同村経済更生委員
会構成 (33年）が圧倒的に地自作層であったことは，小峰和夫 前掲「ファシズム体
制下……」，362ページ（第8.8表）参照。そこでは，不明者をのぞき委員17人中13人が
地主自作であった。
52 
昭和恐慌期の農村対策（暉峻） 169 
第3表新潟県における市町村農会役員の階層別選出状況
(1935年，カッコ内彩）
A コ 長 副 メ云 長 評 議 員
全 県 l蒲原5郡 全 県 蒲原5郡 全 県 1蒲原5郡
地 主 263 (69.8) 77 (64. 2) 192 (50. 3) 56 (44.4) 598(23.6) 169(20.5) 
自 作 90 (23.9) 29 (24. 2) 146 (38 .2) 42 (33.3) 1, 307 (51. 6) 336(40.7) 
自小作 12 (4. 6) 8~6. 7) 31 (8.1) 21 (16. 7) 470(18. 6) 238(28.8) 
小 作 4 (0. 2) 3 (2.5) 7 (1.8) 4 (3. 2) 133(5.3) 70(8. 5) 
その他 8 (0.4) 3 (2. 5) 6 (1. 6) 3 (2.4) 23(0. 9) 12(1.5) 
計 1377(100. o)j 120(100. o)j 382(100. o)j . 126(100. o) I 2, 531(100. o)825(100.0) 
資料）新潟県庁小作係「昭和10年，諸調査書綴」より作成。
注）県下402市町村中， 383市町村について調査した数字。
とかなりの比重を占めるようになるが，それでも地主・自作が75彩となお圧倒
的である。全体として小作化のいちじるしい蒲原 5郡については， 全県のば
あいよりも自小作，小作の比重が高くなるが，それでも地主さらには自作優位
の関係は基本的には変らないといえる。前述のように，農会長は市町村経済更
生委員会の委員を勤めるなど，これら農会役員は市町村経済更生運動の中心的
担い手として重要な役割を演じたのであった。
そもそも部落ぐるみ，村ぐるみの運動としての更生運動は「地主制との決定
的な対決の要素」を回避したところに成立したのであり，またそのことによっ
て，日本全体としては在村（耕作）地主層が相対的にはその地位を低下させな
がらも，なおひきつづき政治的にも社会的にも村での主導的地位を保持するこ
とを可能にしたのであった。
もっとも，更生運動が経営的側面をとらえつつ村ぐるみのものとしておこな
われたことは，他面で，不在地主・不耕作地主の存在を好ましくないとする風
潮を一段と強めたことも見逃してはならないであろう。不在・不耕作地主の土
地はできるだけ自作農創設事業の線にのせて処理し，彼らに関連する小作争議
の調停にさいしてもできるだけ彼らに譲歩を求めていこうとする国家権力の側
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の志向も強まったといえるい。しかし，これも「地主制との決定的な対決」を
意味するものではなく，この段階に，不在・不耕作地主を中心に「所有の論理」
の一定の後退と，「経営の論理」の一定の前進があらわれながらも，全体とし
て高額現物小作料収取・耕作権圧倒の「所有の論理」がなお貫徹していたとい
うべきであろう。
国家権力が高額現物小作収取と耕作権圧倒の「所有の論理」に法令上の制約
をくわえるに至るのは， 30年代後半以降の戦時体制に入ってからのことであ
る (38年ー 農地調整法， 39年ー小作料統制令）。そのもとで「所有の論理」は全体的
に一段と後退した。だが，それとても「経営の論理」の一義的自己貫徹のもと
での「所有の論理」の「否定」＝消滅としてとらえうるようなものではなかっ
た。「所有の論理」は戦時期の推移のもとで急速な後退を余儀なくされつつも，
農地改革に至るまでなお頑強にその命脈を保ちつづけたのであった。
3. 救農土木事業と農村負債整理事業
長期農業恐慌のもとでの全農村民の甚大な打撃，深刻な争議の激発，農家負
債のモラトリアムなどを要求する自治農民協議会をはじめ下からのファシズム
運動の拾頭， 5.15事件など軍部急進派のクーデター等々，危機の深まりに直面
した政府は，「時局匡救」の「応急策」を打ちださざるをえなくなった (32年6
月＝「時局匡救第62回臨時議会」， 同年8月＝「救農議会」＝第63回臨時議会， 33年1月
＝第64回議会）。 32年から34年にかけていわゆる「時局匡救事業」と低利資金供
給を中心とする「時局匡救計画」が実施されることとなった。
この「計画」はこまかいものまでひろうと多岐にわたるが，主要なものは，
a)農村への低利資金融資の拡大， b)農村負債整理事業， c)救農土木事業 、
であった。 bも広義にはaの一環をなすといえるが， bの重要性からここでは
24)新潟県において，恐慌期に，国家権力が小作争謙の調停にさいして，地主の不在的・
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別に論ずることにする。 aでは， Ci)不動産債務融資および産業組合融資の措
置がとられた。すなわち，「地方金融の酒渇を救うために地方銀行内の凍結不
動産債務と信用組合に対し，とくに向う 3カ年間，前者には 5億円を特殊銀行
（勧銀・農工銀行ー一暉峻）から， 後者には 1億円を中央金庫から融通すること
にした。そのばあいもし損失があれば，特殊銀行には 1億円， 中央金庫には
3,000万円を限度として国家が補償する」25)こととされた。さらに， (i)低利資
金の償還延期による農家負債の重圧緩和の措置がとられた。すなわち，「32年
以降 3カ年間の償還期にあるさしせまった低利資金（災害復旧資金，米穀・養蚕
応急資金など）に対し「元利金ならびに現に延滞せる元利金』の整理に充つるた
めに向う 3カ年間毎年6,750万円の預金部資金（商工関係もふくむ）を融通する」
25) こととされた。このような措置によって 3 年間に約 8 億円ー~後述の時局匡
救事業費に相当一の低利資金が農村に融資されることとなった26)。
もっとも， このような金融政策については， すでに当時から，「地方銀行の
破綻を国家が資金をだして救うということに止まり，それすら成績が思わしく
ない」，「産業組合（融資一暉峻）や低利資金の償還延期は，直接間接に農民を救
うようになるが，その救われるものは村でも中産以上の農民のみで，貧農層は
救われない。それすら借金を 1時繰延すだけ」27)だといった批判がつよくださ
れていた。
以下，応急策としてとりわけ重要な救農土木事業と農村負債整理事業につい
て要約的にのべることにしよう。
1 救農土木事業28): これは恐慌による農業所得や農外賃労働所得の激減の
25)協調会農村課 前掲「昭和7年度農村問題概観」，12-13頁。この期の金融政策につい
てはさらに， 中村隆英「『高橋財政」と公共投資政策」（中村編『戦間期の日本経済
分析』山川出版，1981年，125ペー ジ参照。
26)中村前掲論文 125ペー ジ。
27)協調会農村課 前掲論文， 14ペー ジ。
28)救農土木事業とその評価については井上睛丸， 前掲書，中村険英，安富邦雄 前掲
論文，および三和良ー 前掲論文（第4表，資料掲出の），小野征一郎「昭和恐慌と農村
救済政策」（安藤良雄編『日本経済政策史論』下，東京大学出版会，1976年，所収）を参照。
55 
172 
中 央 財 政
般 ム云 計
内 務 省
農 林 省
陸．海軍省
文 部 省
特 別 メコ 計
地 方 財 政
ムロ 計
関西大學「純清論集」第31巻第2号
第4表時局匡救事業費
1932年度 I 33 
176.4 229.9 
163.2 213.8 
60.8 120.7 
42. 7 58.0 
36.9 ゜12.5 14.5 
13.2 16.1 
87.5 136.0 
263.9 I 365.9 I 
(100万円）
34 I ムロ 計
150.0 556.3 
145.4 522.4 
64.4 245.8 
49.8 150.5 
゜ 36.9 14. 6 41. 6 
4.6 33.9 
85.1 308.6 
235.1 I 861. 9 
資料）三和良一「高橋財政期の経済政策」（東京大学社会科学研究所編『ファシズム期
の国家と社会 2 戦時日本経済」東京大学出版会， 1979年，第2表より作成。原
資料は，大蔵省「昭和財政史」 V。
注） 「特別会計」は，朝鮮・台湾各総督府，樺太庁，帝国鉄道をふくむ。
打撃を，「窮乏せる農山漁民に直接就労の機会を与え，あまねく賃金収入の途を
開く」（第63厳会での斉藤首相演説）ことによって緩和しようとしたものだった。
この事業を含む「時局匡救事業費」の規模は，第4表に示される。それによ
ると， 32-34年の 3カ年に中央財政で 5億5,629万円，地方財政で 3億0,858万
円，合計 8億6,487万円が現実に支出され， 当初の支出計画， 中央 6億円，地
方 2億円，合計8億円を超える規模となった。中央財政のなかでは，内務省と
農林省所管分が 7割と大部分を占めており，さらに両省事業費のなかでは土木
費が 8割(3億0,903万円）と圧倒的である。この両省土木費だけで中央財政の全
事業費の過半 (55.696)を占めている。 この土木費の大部分は， 地方自治体が
おこなう土木事業の補助費であり，地方自治体は，大蔵省預金部資金の融通
（利子は全額国庫負担）に支えられた地方債発行によって地元負担分をまかなう
こととされた。つまり，府県・市町村のおこなう土木事業費の約 6割を国が直
接助成し，のこり 4割の地元負担についても政府の低利資金融資でまかなうこ
ととされた。
ところで，この第 4 表計上の時局匡救事業費から，軍事費と重なる陸• 海軍
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第5表軍事費と時局匡救費
173 
（万円）
I 陸軍費• 海(A)l(A)年増の対減固前1事時業局匡費救(C)I年(C)増の減対前回 歳出(E合)計 I(A)/(E) (C(紛)/(E) (C)/(B) 
45,200 △ 400 147,688 30.6 
62,800 17,600 16,500 (16,500) 195,014 32.2 8.5 93.8 
82,600 19,800 31,900 15,400 225,466 36.6 14.1 77.8 
92,500 9,900 25,800 △ 6,100 247,964 37.3 10.4 
資料）三和良ー前掲論文第1,2, 3表より作成。原資料は，大蔵省『昭和財政史』，
『大蔵省年報』。
注） 1. (E)欄のみ会計年度，他は暦年。
2. (C)欄は，第4表の時局匡救事業費中，陸海軍省分，純然たる補助金，外地特
別会計分を控除した数字。
3. 三和論文と中村陥英論文（注25)では，軍事費，時局匡救事業費の計数が合
致しないものが多いが，ここでは，三和論文に依拠する。
省分や外地特別会計（第4表注参照）などをさしひいたものを内地向純時局匡救
費とし，それを軍事費と対比してみると，第 5表のごとくである。歳出のなか
で，軍事費は33年に， それまで最大の費目であった行政費を抜いてトップに
たつが，それは「満州事変」を契機に32,33年と著増し，歳出合計に占める割
合も31年の30.6彩から34年の37.396へと急増した。ところで，匡救事業費の方
は，それが開始された32年には，同年の軍事費増加分の94%の規模に達してお
り， 33年も78%と，軍事費急増分にかなり接近した動きを示している。その点
からみても，時局匡救費は恐慌期に展開されたスペンディング・ポリシィとし
て，軍事費に次いで大きな比重を占めたということができる。
ところで，農林省所管の土木事業は， 1-2年で完了する「比較的小ナル事
業」を対象とし，同省農務局関係では小開墾・用排水幹線および小用排水改良
・暗渠排水改良などの事業を含んでいた。そのさい，事業費の70-80形を賃銀
(1日70銭として）として見込んでいた。これに対して内務省所管の事業は農林省
に比して規模が大きく， 1)町村営事業＝町村道・小河川・上水道改修など，
2)府県事業＝府県道・中小河川・港湾改修など， 3)直轄事業＝国道、直轄
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第6表時局匡救費中労力費の影響 (100万円）
年 次 1個人消費支出(1) I増加分 (2)I匡救費中労力費(3)I割合 (3)/(2)
1931年 9,754 
32 9,804 .50 96 1. 92 
33 10,850 1,096 185 0.17 
34 12,097 2,343 150 0.06 
資料）三和前掲論文 146頁。
注） (2)は1931年に対する増加分。
河川改修などを含んでいたが，とりわけ農村救済を主眼として 1と2に重点が
おかれたとされる29)。そして，事業規模の大きいことと関連して事業費中の労
賃の割合は50%と農林省より低く見積られ，原材料費の割合が逆に高くされて
いた。
日本銀行調査局「時局財政ノ膨張ガ事業界二及ボシタル影響」30'.(1934年）は，
32, 33両年度の時局匡救費のうち，土木事業費などの直接事業費の中央・地方
合計4億6,400万円の内訳を， 労力費58彩， セメント・鉄・木材など材料費20
,~. その他22彩と推計しているが，三和良ーはその係数に依拠しつつ， 32-34
年の時局匡救事業費の内容別推計をおこなったうえで，この事業の果した財政
上の意義をつぎのように評価している。まず労力費については，「時局匡救事
業が，農村を中心として短期的な労働力需要を創出し，追加的所得をもたら
し，そして，消費財市場の拡大に寄与した効果は，かなり大きかったと判断し
てよかろう」（第6表参照）。 また，材料費については， この事業が「セメント
製造業に与えた影響はきわめて大きく」，鉄材についても，「必ずしも高い数値
とはいえないが，やはり恐慌期の鉄鋼業に対しては，大きな刺戟的効果はあっ
29) 33年度の土木工事費を事業主体別にみると，市町村一39%,府県ー29彩，直轄事業一
32%であった。なお，これについては宮本憲一「昭和恐慌と財政政策」（『講座 日本
資本主義発達史論Jil, 日本評論社，1968年，所収） 198-199ページを参照。
30) 日本銀行調査局「日本金融史資料 昭和編」第29巻，所収。
58 
昭和恐慌期の農村対策（暉峻） 175 
第1表時局匡救費のセメント，鋼材生産への影響
セメ ン ト（万円） 鋼 材 (1,000トン）
年次
生産額1)1増加分(2)1匡救費分(3)1(3)/(2) 生産量(4)1増加分(5)1匡救費分(6)1(6)/(5) 
1931年 6,162 1,663 
32 6,823 661 707 1.07 2,113 450 72 0.16 
33 8,508 2,346 1,634 0.70 2,792 1,129 122 0.12 
34 9,220 3,058 1,240 0.41 3,323 1. 660 89 0.05 
資料）三和前掲論文 147頁。
注） 1. (2), (5)は1931年に対する増加分。
2. その他くわしくは，三和論文，第8表注記参照。
たといえよう」， 31)と結論している（第7表参照）。
いま，三和推計によると， 32-34年の同事業の労力費は 4億3,036万円であ
り， これを仮りに 1日70銭の労賃とすると 6億1,480万労働日となり，単純に
560万農家 1戸当りに計算すると 3年間で109.8労働日=76円85銭の労賃収入と
なる。 1カ年平均に直すと36.6労働日=25円62銭の労賃収入となり，当時の東
京中米相場の 1石 (150キログラム）強に相当する。「農家経済調査」の数字でみ
ると， 33年の農家所得は，「自作」が845円，「小作」が585円であるから，匡救
事業による労賃収入は「自作」で農家所得の 3.0%,「小作」で 4.4%に相当す
る。労賃・農業所得が極度に減少していた当時の農家経済のもとでは，この事
業は一定の所得補充的効果をもったといっていいであろう 32)0 
前述のように，経済更生計画は，この期の農政の基軸に位置づけられながら，
「自力更生」のスローガンの鼓吹のもとで，地域村民を体制内的に動員しつつ，
31)三和前掲論文， 145,146ページ。
32)井上睛丸 前掲書， 大内力『農業史』（東洋経済新報社;1960年）など従来の研究は，
時局匡救士木事業が農家経済救済に果した意義という点から，それをがいして低く評
価するものが多かった。 これに対して， 前掲の三和， 中村， 小野などさいきんの研
究では，予算規模と関連して，それがスペンディンダ・ボリシィとして需要造出と景
気刺戟に果した財政政策的効果という点から，それをかなり重視するものが多い。
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財政的にはきわめて安上りなものとして展開された。これに対して，時局匡救
事業は，恐慌を契機とする国家独占資本主義への本格的移行のもとでの対農村
スペンディング・ポリシイとして財政逼迫下の当時としてはかなりの財政規模
をもって展開され，恐慌下に強く落ちこんだ経済状態を基準にするならば，労
働力や工業製品に対する需要造出，景気の下支えという点でかなり重要な役割
を演じ，疲弊のどん底にあえぐ農家にとってあるていど「干天の慈雨」として
役立ったといえよう。しかし，周知のように，この事業も， 34年の凶作のもと
で農家救済の必要がむしろ強まっていたにもかかわらず，軍事費増大の圧力
のもとで， 34年を最後に 3カ年で打ちきられた33)。
この時局匡救土木事業についても，各地方での実施過程での問題もふくめ
て，すでに当時，さまざまな批判がぉこなわれていた。われわれは，この事業
の評価をたんに予算計数上のものにとどめるわけにはいかないのである。
救済の必要性にくらべるならば事業規模があまりにも小さいこと，この事業
の多くが開墾や土地改良にむけられるために，それが農産物増産を刺戟し，か
えって過剰を強め，農業恐慌を長びかせる怖れがあることなど，この事業全体'
に対する批判がすでに当時からあった。それは別としても，この事業の地方で
の実施過程におけるゆがみや「たかりの構造」のもとで，真に救済を要する貧
窮農民に対する労賃所得付与効果が現実にはいちじるしく減殺されたとの批判
も当時各地から多数よせられていた34)。
農林省所管の土木事業のばあい， 70-80%が労力費にあてられる建前にはな
っていたが，実際には，原材料費・土地代等に大きく喰われたり（「材料供給業
者の救済」），財政窮乏の町村が工事費の地元負担分をカットして，その分労力
33)もっとも， 35年以降，多少類似の経費があらたに支出された。たとえば，内務省関係
では，中小河川改良・地方港湾改良助成費が，農林省関係では，農村その他応急土木
事業費が登場してくる。この点，中村前掲論文， 130頁，三和 前掲論文， 122ペー
ジ参照。
34)このような事例は，各府県関係者からの寄稿をあつめた，協調会農村課「農村匡救諸
対策批判」（『社会政策時報」第152号，1933年5月，所収）に数多く報告されている。
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費にしわよせし，労力費が単価ともども大幅にきりつめられるといった事例が
多かった。また，この事業は自治体直轄の工事を原則としていたが，実際には
請負業者が介在することが多く，彼らの利得の材料にされた。そして役場吏員
や村議などのボスが，これら業者と結托して利権をあさったり，工事の監督者
として高い日当をせしめるなどの事例も数多く報ぜられている。こういった請
負業者は，「いきおい能率の低い（農家）登録人夫を嫌悪し，子飼いの本職土エも
しくは安い賃銀で牛馬のごとき酷使に耐ゆる鮮人労働者」35)を雇った。 また，
工事施行にさいして，「人夫は村税滞納者を使役して滞納金と差引，弁当代もも
ちきれぬ始末」36)といった事例も数多くみられた。いずれにしても， この救農
土木事業の貧窮農民への労賃所得付与効果は，各地方での実施過程を考慮にい
れるならば，予算計数上から下される評価を現実にはかなり割引く必要がある
というべきであろう。
)1 農村負債整理事業： 1932年の農家負債額は，農林省調査によると47億1,7 
00万円 (1農家平珪837円），同年の農産物総生産価額22億3,000万円の2.1倍にも
達していた。恐慌による金融梗塞下に，この危大な負債は農家・地主双方の経済
を強く圧迫していた。このような状況下に，農村負債整理事業がこの期の農政
の基軸をなす経済更生計画と補充関係をなす形で展開された (32年一「金銭債務
臨時調停法」S7)'33年ー「農村負債整理組合法」38)成立）。「過去における農1[1漁家の
負債を整理し易からしむるような制度をたてることが，農山漁村の経済更生を
徹底的かつ迅速ならしむるため必要」39)だとされた。
35)協調会農村課前掲論文， 16ペー ジ。
36) 同上 11ペー ジ。
37)ここでは，同法はとりあげないが，それは，ほぽ「小作調停法」の「金銭債務版」と
考えていい。
38)同法については，井上晴丸 前掲書のほか，農村負債整理事業の成立過程を論じたも
のとして，加瀬和俊「農村負債整理政策の立案過程」（『東京水産大学論集」第14号，
1979年，所収）を参照。
39)周東英雄「農村負債整理組合法案について」（『帝国農会報」第23巻第3号,1933年3
月，所収） 154ペー ジ。
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経済更生計画と対をなす形で，自立更生の気運が強い村について，同じく部
落を基礎に負債整理組合をつくることとされた。そのさい同組合は，組合員の
過去の負債について元利減免．償還期限延期• 利子低下・担保免除など「負債
の条件緩和に関する協定の斡旋をなし，これが成立したるときにおいて初めて
組合員に対して必要なる整理資金の貸付をおこなうこと」（傍点ー暉峻）とされ
た。そして，この「事業の遂行を容易ならしむるために市町村は負債整理組合
に対し特別融通をなしうること」とし，この特別融通のために，大蔵省預金部
資金が 5カ年間に 2億円原資として供給されることとなった。そして，市町村
がこの特別融通で損失をうけたときは，「道府県は市町村に対し特別融通額の
3割以内の金額を補償することとし，政府は道府県のなしたる損失補償金の半
額を (3,000万円をこえぬ限度で）補給することとし」40)た。政府は，本法施行の日
から 3年間に，全国約9,000の農山漁村の 3分の 2に相当する6,000町村に 1町
村平均4組合，合計約 25,000の負債整理組合をつくり， 1組合平均 8,000円，
合計2億円の事業資金を 5カ年間に融通する計画をたてた。そのさい， 1人1,0
00円の整理資金の貸付を上限とすることとし， 2億円の整理資金によって，総
額47億円の負債のうち， 1割以上の高利負債の整理を重点に約 6億円を整理す
ることを見込んだ。この資金をフルに活用したとしても，当時の農村負債の 5
分の 1しか整理の対象とされなかったところに，この事業の限界がすでに示さ
れていたといえる。
経済更生計画と同じく，部落を基礎に負債整理組合をつくることとしたの
は，政府の低利資金融資でてこいれしながら， 「隣保相助・共同融和」の共同
体的関係のもとで債権者・債務者の「互譲」を引だしつつこの事業を推進し，
それをさらに更生運動に結びつけていこうとしたからだといえる。深刻な恐慌
下の債権こげつきは，債権者に「勝って取れぬよりも負けて取るに如かず」41)と
して，このさい負債整理組合の斡旋にのって若干譲歩してでも債権を回収した
40)周東前掲論文， 158,159ページ。
41)協調会農村課前掲（注34)論文， 4ページ。
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第9表 特別融通資金支払先（金額別割合，％）
村内支払 村外支払 ムロ 計
勧 銀 1. 7 1. 7 
普通銀行 3.4 3.4 
無 尽 0. 1 0.1 
信用組合 13.3 13.3 
頼母子講 5.2 2.8 8.0 
個 人 .43. 7 22.4 66.1 
商店・その他 5.9 1. 5 7.4 
?
計 l68.1 31. 9 I 100. o 
資料）第8表と同じ。
注）特別融通資金は，第8表，内入額 (983,508円）
中，政府資金充当額 (789,629円）に相当する。
方が得策だという考えを強めさせた。
第 8, 9表は， この事業発足後 3年余たった 36年12月末現在のものである
が，新潟県27カ町村68負債整理組合の整理状況をあらわしている。それによる
とつぎのような点がみられる。
1)組合員のかかえていた負債総額380万7,552円の85%までが整理の対象と
なっており，この整理負債額 (A)の30.5%が内入額として弁済され， その内
入額の80.3% (Aの24.5%)までが政府資金充当分で占められ，負債条件緩和免
除額もAの36%に達している。この新潟県でみられる状況はほぼ全国的状況を
あらわしていると考えていい42)。負債整理事業の実施にまでこぎつけえたとこ
ろでは，負債総額のかなり多くの部分を整理の対象にしえており．，また，債権
者はかなりの負債条件の緩和ないし免除とひきかえにその回収（の保証）を実
現しえており，また，この事業推進に政府資金が呼び水として重要な役割を果
42) 「大体よりみれば元金については 3割前後の減免がおこなわれており，その残負債の
約半分は政府から融通せらるるところの負債整理にのりかえられ， さいごに残った部
分も利率が年6分前後，償還年限も 7, 8年の割賦というように条件緩和せられてい
る」（西村彰一「農村負債整理資金特別融通及損失補償法について」〔『帝国農会報j
第27巻第11号， 1937年1月，所収J54ペー ジ）。
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していることがわかる。だからこの事業について，井上晴丸のように，「要す
るに，焦げつき高利債を，多少の政府あるいは地方財政資金によって，かた替り
することを迎え水として高利貸的債権者（地主・商人その他）のために焦げつき
債権の回収を助けるというところに，負債整理の焦点はしぼられてきているの
であった」43り とだけ評価してはならないであろう。部落を基礎として，この事
業を更生運動に結びつけつつ，政府資金を呼び水として，債権者（地主・商人など）
と債務者の「互譲」によって負債整理を推進しようとした点が看過されてはな
らない。
2)整理負債額1,000円未満の比較的零細なものが，件数で64彩，金額で40
彩ともっとも多く， 2,000円未満までふくめると，件数で83彩，金額で65彩と
圧倒的となる。
3)借入先別整理負債額割合では，「個人」からのものが63彩と大部分を占
め，銀行・信用組合の約10彩，頼母子講の15彩を大きくひきはなしており，地
主や商人等からの借入が多いことが推測される。
4)地主・小作別に整理負債額をみると，「小作」の62彩までが1,000円未満の
零細負債であるのに対して，「地主」のばあいは，その42彩が4,000円以上の高
額負債であり，さらに整理負債総額の半分=48彩までが「自小作」によって占
められ，つぎが「小作」の24彩，「自作」の23彩であり，「地主」は 5彩とその
比重は小さい。このことは，整理の対象とされた負債が主として農家負債，と
りわけ自小作を中心にしてそれに自作と小作を配する形での，がいして中堅的
で，かつ返済能力のある農家の負債であったことを推測させる。小作の負債も
あるていど整理の対象とされてはいるが，新潟における小作農家の比重，彼ら
がかかえる負債総額（小作料滞納分をふくめて）の比重に較べるならば，他の農
家層に比してがいして整理の対象とされる度合は低かったといっていいであろ
う。このことば，政府による損失保証が前述のように部分的なものにとどまっ
たことから，府県ないし市町村は特別融通の対手を返済能力の確実なものに限
43)井上睛丸前掲書， 360ページ。
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定せざるをえなかったことの当然の帰結といえよう。この事業は，もっとも救
済を必要とした小作貧農層の多くを疎外したといえよう。
5)特別融通資金の支払先では，「個人」が群を抜いて高くて66%を占め，っ
いで大分水準が下って信用組合 (13彩），「頼母子講」 (8彩），「商店・その他」 (7
％）の順となっており，「勧銀・普通銀行」はきわめて少ない。さらに，「村内・個
人」への支払が半分ちかく (44%)を占めている。こういった点を考えると，
この負債整理事業によって，地主，とりわけ在村地主の債権の整理・回収が，
政府資金を呼び水に，負債条件の一定の緩和とひきかえに促進されたといって
いいであろう。
しかし，逆に， この負債整理事業が，部落的秩序の利用のもとで，「互譲」
による負債条件の緩和を条件としていたところに，もともとこの事業の限界と
困難さが横たわっていたというべきであろう。深刻な農業恐慌下の，地主をはじ
めとする債権者の窮乏は，他面では，負債条件の緩和を受容するゆとりを失わ
せた。また，小作貧農層をはじめとする債務者にとっても，負債条件の少々の
債返済が可能となるほど事態は単純・容易ではなかった。法制定から 4年後の
緩和で負37年6月末現在，組合設立町村2,021(当初計画6,000),負債整理組合
数 5,850(計画25,000),資金融通2,475万円（計画： 5カ年で2億円）という実績44)
そのものが，この事業の限界と困難性を示しているということができよう。
4. 農産物価格支持政策と小麦増産5カ年計画
日本農業の特徴は，米と繭を基軸としていたこと，地主が介在して零細小作
農民から高額現物小作料を収取して有力な米販売者として市場にたちあらわ
れ，米販売者としては小商品生産者である農民一ー自作・自小作中・富農層中
心-の利害を代表する立場に立っていたこと，小作貧農層は他面で米購買者
として市場にあらわれていたこと，さらに第 1次大戦を契機とする帝国主義へ
44)西村彰ー 前掲論文， 53-55ページ，および農林大臣官房総務課編「農林行政史J
第2巻1957年， 205-206ページ参照。
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の転化と米騒動以降，植民地産米増殖が「植民地経営」の重要な柱となり，外
地米は内地米穀市場での重要な要素となっていたこと，などとして存在してい
た。地方調査員の報告をもとに当時農林省は，農家の生産米中販売可能量を自
作=62彩，自小作=40彩，小作=14%と推定していた。農民のなかで小商品生
産者性格のもっとも強いのが自作であり，逆にそれがもっとも稀薄なのが小作
であった。さらに農林省は，33年1月10日現在，全販売量のなかの販売済の米の
割合を，地主=34%,自作=42%, 自小作=53%,小作=68彩と推計している。
米価低落期に，経済的に窮迫した小作はすでに％の米を売りきっており，地主
の側は逆に端境期へむけての値上りを待って％をまだ手元にもつという関係が
みられた。また，日本の農家の 4割(227万戸）は，出来秋には米を売るが，のち
には米を購買しており，その買入数量は，総販売米の22彩 (758万石）にのぼると
推定されていた45)。さらに，外地米移入高は, 31-35年の平均で， 内地米の管
外移出高（それは内地の市場米のほぽ~096に相当）の86彩にも達したとされる46) 。
日本の産業上の一大基軸をなす蚕糸業もその構成は複雑だった。そこには養
蚕農家（約220万戸），蚕種製造業者，製糸業者，生糸問屋，生糸輸出業者が存在
し，これら相互間はもちろんのこと，同一業者についても内部構成の複雑さか
らその利害は必ずしも一致せず，さまざまな対立関係がみられた。たとえば，
蚕種業者としては，古くからの群小の業者のほか新興の大製糸資本自体が蚕種
業者として存在していた。また，製糸業者にも，器械製糸 (30年： 3,759工場， 3
2万釜， 62万俵）と座繰製糸 (57,000工場， 8万釜， 2万8,000俵）の別があり，器械
製糸は座繰製糸に対して，工場数ではきわめて劣勢だが，生産高の点で圧倒的
に優勢だった。さらに， この器械製糸をとってみると， 工場数では100釜以下
の工場が75彩 (2,827工場）， 150釜以下になると82彩と零細工場が圧倒的であっ
たが，他方では，片倉・群是を頂点とするごく少数の大製糸資本が聟え，輸出
用優良糸の生産を中心に独占的支配権を握っていた。また，器械製糸には，一
45)三宅発士郎 前掲論文， 85頁，および農林省「米穀要覧」 1933年，を参照。
46)大内力「日本農業の財政学」東京大学出版会， 1950年， 180ペー ジ。
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般の営業製糸と産業組合製糸の別もあった。 さらに， 当時， 生糸生産高の 7
-8割が横浜・神戸の生糸売込問屋の手に集められ，その数 106とされる輸出
問屋（うち， 25は商社）の手で輸出されており， そこでは三井物産・日本生糸
（三菱）の2社だけで生糸輸出量の半分を占めるなど，少数の巨大独占資本の
支配が確立していた。
米や繭に対する価格支持政策を考察するさいには，以上のような複雑な生産
・流通構造をふまえてこれをおこなう必要があるのである。
1 繭価格支持政策：アメリカを震源地とする世界恐慌に直撃され，さらに
生糸に代替する人絹の勃興に追打ちをくらう形で，日本の蚕糸業が甚大な打撃
を長期にわたってうけるなかで，政府も価格支持の対策にのりださざるをえな
くなくった。それには， a) 直接的に繭価格支持・養蚕経営への打撃の緩和を
ねらいとしたものもあるが，中心は， b) 生糸価格の支持• 安定を直接的には
ねらいとすることによって，間接的に繭価格と養蚕経営の安定をも計ろうとす
る政策であった。すなわち，生糸価格を支持することによって，製糸業・生糸
問屋・輸出商，さらにはそれらに資金を融資する銀行の経営を安定させ，それ
を通して繭価安定をも期待したのであった。 bの政策が中心であったこと自
身，すでに蚕糸業界において資本—製糸業から流通・信用にまたがる に
よる養蚕業の統合化が高度に進んでいたことの反映といっていい。
しかし，これら蚕糸価格支持政策は，前述の蚕糸業界の複雑な構成とそこで
の利害の対立，さらには業界の圧力によって，政府の当初の企図が骨抜きにさ
れたものが多く 47),価格支持と蚕糸業経営の安定に果した効果も，のちにのベ
る米価政策と対比してもきわめて薄弱であったといわなければならない。
a 直接的に繭価格支持・養蚕経営安定をめざしたものとしては， 1)養蚕
47)たとえば，繭買叩きに利用される生繭取引を制限し，乾繭取引を奨励しようとした
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する製糸業界の圧力で骨ぬきされ，また群小製糸家の整理統合による糸価安定をめざ
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これらの経過についてくわしくは，前掲「農林行政史」第3巻「蚕糸行政」の項参照。
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応急資金融通， 2)繭共同保管助成， 3)乾繭取引奨励，などの措置をあげる
ことができる。 1)は乾繭保管，桑苗・肥料・蚕種購入のため， 30-36年に，
毎年大蔵省預金部資金2,000-3,000万円を養蚕農家の団体に融通しようとした
もの。 2)は生繭期の売急ぎ買叩きを防止するために，繭の共同保管に対して
32-34年に補助金を交付したもの（年100-200万円程度）。 3)は生繭取引が売急
ぎ買叩きによる繭価暴落の弊害を生んでいることから，今後それを制限し，乾
繭取引に移行させるべく産繭処理統制法 (34年立案）制定を企図したものであ
るが，注47のように，生繭＝特約取引に依拠する大製糸資本をはじめとする製
糸業界の反対で骨ぬきされた。以上のように， aの政策はその資金規模の倭小
さ，製糸業界の圧力のためにみるべき効果を発揮しえなかった。
bの政策は，さらに 2つにわけられる。 1)は直接生糸価格の支持をねらい
としたものであり， 2)は製糸業界や生糸輸出業界の組織化と統制，整理・統
合を強めることを通じて生糸価格と業界の安定をねらったものである。
b 1としては，糸価安定融資補償法 (29年公布）の発動がある。それは，政府
と関係業者の共同出資による帝国蚕糸株式会社に生糸の買入れ保管をおこなわ
せ，そのための資金を政府が融資して生糸価格の下落を防ごうとしたものであ
る。それは，当面，あるていど糸価の安定に役立ったとしても，巨額の資金の
投入のもとで逆に旭大な生糸滞貨をかかえこむことになり，資金の貸付期限を
すぎるとたちまち糸価が急落するなど効果は限られていた。また，資金貸付期
限が 6月10日という，丁度春蚕繭の出まわり期直前に設定されたことは， 繭
価の値上りをおそれる製糸業者むけの措置だと非難された。そもそも同法の発
動は， 蚕糸価格の安定をうたいながら，繭価安定による農民の救済ではなく
て，糸価安定による大資本の救済，つまり莫大な滞貨生糸をかかえこむ製糸業
者や生糸輸出商，彼らに融資する銀行の救済にその真のねらいがあると非難さ
れていた48)。事実，全国農民組合も， 当時，「プルジョア的農業団体の要求に
48)井上国男「養蚕の裏退と畑作」（農業発達史調査会編「日本農業発達史」 8,1956年，
所収） 365-366ページ。
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応じたる糸価補償法は……たとい糸価は安くとも，タダに等しい繭と安い労働
力を使用して，十二分に採算がとれ，儲けている製糸資本家や生糸問屋・銀行
業者・貿易業者に奉仕しているのであ」って，「養蚕家は何らの恩恵にあずか
らない」と，この施策をきびしく糾弾していた49)0 
この「補償法」では糸価安定も困難だったので，さらに32年，糸価安定融資
担保生糸買収法・糸価安定融資損失善後処理法が制定され，一歩すすんで滞貨
となっている担保生糸の政府買上げ，その代価の5分利付国債による交付がお
こなわれることとなった。だが，これについても，何ほどが糸価を維持し，製糸
業者や彼らに生糸を担保に多額の融資をしている銀行の救済には役立ったにも
せよ，繭価維持と養蚕農民の救済にはほとんど無力だったと指摘されている50)。
b 2の政策としては，イ）蚕糸業組合法 (31年公布），口）製糸業法 (32年公
布），ハ）輸出生糸取引法 (34年公布）などがあった。
イ）は，多岐にわたって分立している蚕糸業界を，養蚕業・蚕種業・産業組
合製糸・製糸業・生糸問屋業•生糸輸出業の全分野にわたりそれぞれ全国組織
をつくって組織化し（例：全国養蚕業組合連合会，全国製糸業組合連合会等々），さら
にそれら全体を包括するものとして日本中央蚕糸会を設立し，「自治統制」の
機能を発揮させようとしたものである。だが，このばあいもその効果は限られ
ていた。たとえば，全国製糸業組合連合会は， 33-34年に自主操短を実施する
ことを提唱したが，大製糸資本と中小製糸との利害が対立し，さらに全国養蚕
組合連合会は，操短が繭価を圧迫するとして強く反対するなどして，結局，こ
の計画を実施しえなかった。さらに，中央蚕糸会は，製糸業組合が33年6月の
輸出生糸出荷量を基準に，その 3割の出荷制限を34年2月1日から 9月30日に
かけておこなうことをようやく決めたが， これに対しても養蚕業組合は反対
49)大原社会問題研究所「昭和恐慌下の農民組合」 (2)(全農 1931年下半期），〔農民運動
資料第4号，1960年〕 46-47ページ。
50)井上国男 前掲論文，367-9ページ，および小野征一郎 前掲論文（注28),34-40頁
を参照。
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し，この出荷制限のもとで「繭価が糸価に伴わざることなきよう政府ならびに
製糸業者をしてこれが対策を実施せしむること」との付帯決議がつけられた。
このように，「自治統制」の実をあげることはきわめて困難だった。
さらに，口）製糸業法は，そもそも群小製糸業者の存在が生糸の投売り・価
格激落を招いているとして，その濫立を防止するため免許制度を採用し，営業
製糸は 1工場150釜以上，組合製糸は100釜以上という設備基準を設け，既存
工場についても 10カ年の猶余期間をおいて整理統合を計ろうとしたものだっ
た。この基準以下の工場は， 34年には，営業製糸で1,990工場，全工場の80%,
組合製糸では281工場， 63%にものぽっており， この当初の企図が実行される
と，10年後には600-700工場に整理されることが見込まれていた。ところが，こ
れについても，群小製糸業者の圧力のもとで，法案は修正を重ね，既存業者は
すでに免許をうけたものとみなされ，設備基準による免許は新規業者について
のみ適用されることとなり，この点でも大きく骨ぬきされた。
ハ）の輸出生糸取引法は，糸価安定のために政府がどうにか実施にこぎつけ
えた例外的な政策といえる。それは，群小の輸出生糸問屋を整理することによ
り，生糸値崩れを防止し，糸価安定に役立てようというものだった。これが政府
にとって比較的順調にすすんだ理由は，製糸業界とちがって輸出生糸問屋界は，
群小といっても問屋の総数は106と比較的少数であり (32年）， しかもそこでは
三井・三菱をはじめごく少数の巨大商社の圧倒的支配権が確立していたことが
大きいといえよう。これによって，輸出生糸問屋についても免許制度が採用さ
れ，生糸取扱量年5,000俵以上が免許の基準とされた (5カ年の猶余期間）。もっ
ともこの法律が公布されて実施に移された時期は，農業恐慌もようやく終りを
告げ，戦時インフレヘと移っていったときであり，この法律がめざした群小輸
出生糸問屋の整理による生糸値崩れ防止という政策課題の必要性そのものがい
まや薄れたため， 38年，施行規則の改正で取扱数量基準の適用が外された。
n 米価支持政策：これは農村経済更生計画とともに，そしてそれとむすび
つけられる形で，この期の農政の重要な柱をなしたo米は国民の基本食糧である
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とともに，日本農業の基軸的農産物としてきわめて重要であり，米価の動向は
国民生活ばかりでなく，農家経済，さらには高額現物小作料収取の地主経済に
も至大な影響を及ぼした。そのさい注意すべきことは，農業恐慌と危機克服の
ために，米価水準を高位に支持することは，たんに農家経済の安定のみなら
ず，ストレートに地主経済の安定にも役立ったことである。こうして，依然と
して日本農業界における有力者であった地主は，米販売農家全体の利益を代弁
する形で，米価支持政策実現のために，帝国農会その他のルートを利用しなが
ら熱心に行動した。他方，小作貧農層にとっては，販売しうる米は僅少であ
り，逆に彼らは米を購買しなければならなかったことから，米価の高位水準で
の支持は彼らに利益をもたらすことが少なかったばかりか，かえってマイナス
にさえなった。
恐慌期における米価政策の具体的推移については他にゆずることにしてsn,
ここでは注目すべき若干の問題点を指摘するにとどめよう。
31年の米穀法改正（政府が米売買をおこなうばあいの基準ー率勢米価上下2割の線
の設定，外国米輸出入許可制）から， さらには32年の米穀法再改正（率勢米価でな
く米生産費を最低価格とし，「外地米」〔朝鮮・台湾米〕をも政府の買入対象に，粟に輸入
関税を設定）へ，そしてさらには33年の米穀統制法（米生産費・家計費・物価その
他の事情を参酌してきめる最高•最低価格の範囲内に米価を安定さすべく政府は無制限に
米を売買する．輸入関税を高梁・黍へも拡大） 52)への展開は， 農業恐慌と危機の深
まりを打開すべく政府が打たざるをえなかった米価支持政策の強化の過程であ
った。
米価支持政策で注目しなければならないのは，外国米輸入と外地米移入政策
51)井上晴丸，大内力 前掲書，前掲「日本農業年報』第7輯， 第2部第1. 「米穀統制
の強化」 (71-84ページ）のほか，川東浄弘「昭和初期の米価政策論」（大阪市立大学
r経済学雑誌』第78巻第2号， 1978年2月， 所収）， 「昭和農業恐慌下の米価政策」
（同前誌， 第78巻第2号， 1978年2月，所収），「昭和農業恐慌下の米価政策の転換」
（同前誌， 第81巻第2号， 1980年7月，所収）を参照。
52)くわしくは，大内 前掲書， 169-172,182, 190-200ペー ジ参照。
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との対照性である。農業恐慌が深まるなかで外国米に対しては， 関税引上 (30_
年， 100斥当たり 1→2円）と輸出入許可制が採用され (31年米穀法改正），「内地」
米穀市場への外国米流入が制限された。事実，第10表にもみられるように，こ
れらの措置のもとで外国米輸入は， 31-35年には21-25年の 5分の 1に激減し
ている。
だが，外地米については外国米と同様の制限をなしえなかった。第 1次大戦
・米騒動以降，産米増殖を中心に朝鮮・台湾の「植民地経営」を経済循環の重
要な構成部分にしてきた日本帝国主義にとって，外地米を内地米に準じてとり
あつかわざるをえなかった。 33年，帝国農会は，米生産費を基準とする最低価
格保障をもりこんだ米穀統制法実施とともに，外地米輸入数量制限を決議して
いた。だが，そのための移出許可制や朝鮮への米減反おしつけに対しては，朝
鮮の地主や米穀商にひきいられた「朝鮮米擁護期成同盟」は激しく・反撓した。
それをうけて植民地経営を重視せざるをえない拓務省や総督府も，内地農業重
視に傾きがちな農林省とするどく対立していた。こうした状況のもとでは植民
地農業に一方的にしわよせすることは困難だった。
米価支持政策にとって，ディレンマはここにあった。農業恐慌と危機打開の
ために米価支持政策を強化するにつれて，外地米の内地への移出は急増した。
しかも，外国米とちがって外地米は内地米と同質的であり，市場競合的でっ
た。第10表および同表注にみられるように，日本の米移入量は， 31-35年には
21-25年の2.3倍にも達しており， また， 30年から34年にかけて移入量は年を
追って激増している。
しかも，•この外地米の内地への移出急増は「飢餓移出」によるものだった。
朝鮮では，日本よりもさらに低劣な条件下の債務奴隷的零細小作農民が稲作生
産の担い手であり，彼らの上に高額現物（米）小作料や高利潤•利子を搾出する
地主的土地所有—東洋拓殖株式会社を頂点とする一ーや商業・高利貸資本が
のしかかっており，彼らの手を通して外地米は内地米穀市場めがけ大量に移出
されていた。飢餓移出の状態は，当時 {31-35年の5カ年平均），国民1人 1カ年
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当たり純食糧用の米消費量が日本では 0.94石 (140.63キログラム）とされてい
た53)のに対して，朝鮮ではその半分のわずか0.47石 (70.5キログラム）にすぎな
かったこと54)に示されている。朝鮮の米作農民は「満州」から輸入される粟や
高梁などを食べつつ，米を内地に飢餓移出していた。
31-33年にとられた外国米の輸出入許可制や粟・高梁等の関税引上げは，実
は植民地の農民がこれらのものを消費することを制限し，彼らが作った米をも
っと食べるように仕向けることによって，内地への米移出を減らすことをもね
らったものだった。だが，そもそも植民地の地主的土地所有や商業・高利貸資
本による収奪機構をそのままにしておいて，飢餓移出を抑えようとすること自
体に無理があった。
このようにして，日本における米価支持政策の強化は，かえって国内のみな
らず植民地においても増産刺戟的に作用し，外地米移入の一層の増大のもと
で，米過剰と米価圧迫要因を一段と強めることとなった。いま翌米穀年度への
米の繰越高をみると， 28-32年平均は773万石（約15.9万トン）， それが33-37
年平均には1,018万石 (152.7万トン）に増大している。当時の 1年間の米消費量
はざっと7,300万石 (1,109.5万トン）， 1カ月にすると608万石 (91.2万トン）で
あるから，繰越高は 1カ月消費量のそれぞれ1.3カ月， 1.7カ月分に相当してい
た。当時，ノーマルな繰越高はほぽ500万石 (75.0万トン）とされていたから，
28-32年はその1.55倍， 33-37年は倍以上をかかえこむという非常な過剰状態
だったわけである。このように，繭糸価格政策と対比すると米価支持政策は，
施策としてはずっと強力に展開されたにもかかわらず，米過剰と米価低落の打
開には十分機能しえず，他面，財政負担は累増するという結果を招いた。
直 米減反案の流産：こうして，米価支持政策を実効あらしめるためには，市
場にでてくる米そのものを制限し，そのためにはさらに米の生産そのものを削
53)前掲「国民食糧の現状」 18ペー ジ。
54)中島幸三郎「米穀統制法と外地米問題」（『帝国農会報』第24巻第3号， 1934年3月，
所収） 17ページ。
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減しなければならないというところまで事態は進んだ。こうして33年，米穀統
制法を補強すべく「臨時米穀作付段別制限案」（通称，「減反案」）が農林省の手
で立案され， 34年産米について実施する方針が明らかにされた。従来，一貫
して米穀増産政策をとってきた政府にとって，これは重大な方向転換だった。
農林省案の骨子は， イ） 34年10月末の同年産米過剰見込量のうち相当量＝
500万石(75万トン）を内地・朝鮮・台湾で臨時減産（作付面積制限）する，口）内
地と外地の減産割当数量は「過去における最大の移出量の割合による」， ハ）
内地では大豆・小豆， 外地は棉花などの転作を奨励する， 二）減反田に対し
ては地租を免除し，補償金を支払う (10アール当たり内地ー22円，外地ー1円，ち
なみに， 33年の内地主要市場中米1石平均相場=45円49銭と対比すると，内地では0.48石
分の補償）55)。この補償金は総額で8,000万円前後になるものと推定された56)0 
だが，この減反案はたちまち各方面からの強い反対に遭い， ついに流産し
た。 1970年代の日本が「米過剰」下に数十万ヘクタールにおよぶ大幅減反をと
もあれ実施し， 80年度には日本の全水田面積の17形にも及ぶ53.5万ヘクタール
が減反 (245万トンの減産）され， 81-83年度にはさらに 26.5~ る増の 67.7万ヘク
タールもの減反が見込まれていることと対比して，昭和恐慌期には同じく国家
独占資本主義のもとにありながら，そして70-80年代にくらべて減産規模もは
るかに小さいにもかかわらず，何故に政府は減反を実施しえなかったのか，は
はそれ自体興味のある問題である。
いま，そのことを背景におきfむがら，当時の減反案流産の要因のうち，いく
つかの特徴をひろいあげてみよう。 1)植民地＝朝鮮・台湾を経済の重要な構
成部分としてかかえこんでいたこと。前述口の基準によると，減反率は，内地
=4.4%, 朝鮮=10彩強，台湾=30形強 (2期作との関係），減産率は内地=4.4%
55)ちなみに， 1980年産米の政府買入価格は 1石与54,700円，減反奨励金ー40:000円（与
0.73石），平均転作奨励金与61,000円 (=l.12石）である。
56)減反案についてくわしくは，協調会農村課 前掲「昭和8年度農村問題概観」， 19-20
ページ，東洋経済新報社編「日本経済年報」第14輯一昭和8年第34半期，1933年，第
8節，262-278ペー ジを参照。
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弱，朝鮮=10彩，台湾=24彩となり；とりわけ植民地に減反のしわよせがおこ
なわれるしくみになっていた。これに対して，地主・米穀商（これらには日本人
が強く関与）に率いられる現地が強く反揆し，そのもとで植民地経営の観点か
ら総督府・拓務省もこの減反案に強く反対した。
2)減反実施に伴う財政負担増は，補償金の支払いのために約8,000万円前後
が見込まれたが（他に地租収入減がある），大蔵省（高橋是清蔵相）はこれに強く反
対した。この8,000万円の財政負担増は，先述の時局匡救土木事業費（内務・農
林両省分）の年平均額に近い。恐慌による財政逼迫， にもかかわらず軍事費増
大の強圧の存在，こういった状況のもとで，大蔵省はあらたな財政負担増の発
生に反対した。ちなみに， 1930年を基準に卸売物価指数で換算した75年のGN
P, 国民所得はほぼ15-16倍，鉱工業生産指数は18倍，一般会計歳出規模は19
倍と，30年に比して75年の日本の経済力ははるかに巨大化している57)。そして，
減反実施の70年代には， 2度のオイル・ショックのもとで， 60年代の「高度成
長」は明らかに破綻したが，他の先進諸国に較ぺると日本は相対的に強靱に
きりぬけて「経済大国」にのしあがり， 30年代のような恐慌・破綻には陥らな
かった。そのもとで日本の農業は生産性（土地・労働両面での）を高めながら
も，国民経済のなかでのその比重は30年代に較ぺて大きく低下した。さらに，
_般会計歳出中，軍事費の割合は，33年度=39彩と大きな比重を占めて財政を強
＜圧迫していたのに対して， 81年度は軍事力増強の内外圧が増大しつつあった
がなお 7.5彩ほどであった。こうして，30年代に較べて70年代には，政府は減反
実施のための財政・経済上の余裕と手段をはるかに多くもちえていた。
3)政治に大きな影響力を行使していた軍部，とくに陸軍（荒木陸相）が国防
上，国民精神上の観点から強く減反案に反対した。当時，陸軍将兵の 8割まで
が農村出身とされていた。もともと食糧の自給確保の熱心な主張者だった軍
は，減反が農村問題の解決に逆行し，軍の士気を祖喪させ，国防上も好ましく
ないとした。さらに財政逼迫を理由に民生・時局匡救関係の予算が削減される
57)大蔵省財政室編「昭和財政史」 19,東洋経済新報社，をもとに算出。
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なかでも，軍事予算だけは34年度もさらに膨脹をつづけ，各方面から軍に対す
る不満が強まっていた。こういった動向のもとで， 33年12月9日，軍は「軍民
離間に関する声明」を発表し， つぎのようにのぺざるをえなかった。「軍事予
算のため農村問題は犠牲に供せらるるものなりとするが如き……軍民分離の運
動は国防の根本をなす人心の和合結束を破壊する企図であって，軍部としては
断じて黙視し得ざるところである。……農村問題のごとき，一般的国政問題と
してのほか国防と離るべからざる関係にあるの事実にかんがみ軍当局において
ももっとも重大なる関心を有しおるは周知の事柄である」58), と。 こういった
事態のもとで，軍は軍事予算は何はさておいても真先に確保しつつも，他面で
は，軍があたかも農村問題解決に腐心し，不断に農民の側に立っているという
ポーズだけでも示す必要があった。
二）減反補償金は少額で，転作についても何の価格保証もなく，また水田の
55彩が小作地であったこと。帝国農会は，外地米の移入数量制限などの条件を―
付して農林省案に一応賛成したが，全国農民組合は絶対反対の態度をうちだし
ていた。農林省案によると，補償金は10アール当たり米0.5石分に満たず，
「小作農」の 10アール当たり農業所得38円 (33年）の 6割にも満たなかった。
そのうえ，農林省案では減反小作地の小作料は支払われないものとし，さらに
当該地に対する減反補償金の地主と小作への配分基準についても何らふれられ
ていなかった。だが．，これらは重大な問題であり，紛糾の種になることが当時
から予想されていた59)。また，豆類などへの転作奨励についても，何の価格保•
証もなく，転作部門であらたな過剰が生ずる可能性が強かった。
その他，米過剰の重要原因である米消費減退こそ問題とさるぺきであり，消費
拡大の方途を講ずべきだ，アメリカなど外国の経験に照らしてもあきらかなよ
うに，減反は必ずしも減産につながらないといった反対論60)が提起されるなど
58)引用文は，安富邦雄 前掲論文， 168ページより。
59)前掲『日本経済年報」第14輯， 273ペー ジ。
60)これらの反対論についても，同前， 273-274ページ参照。
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して，減反案はついに流産した。
こうして，米の生産削減による市場出廻りの制限が不可能であれば，せめて
市場出廻りだけでも抑制する措置を講ずる必要があった。米（籾）貯蔵案がそ
れである。
それはとりあえず，「米穀貯蔵奨励規則」 (32年11月制定）にもとづいて， 33年
12月から2,000万円の予算で実施されることとなった。内地=600万石，朝鮮＝
300万石，台湾=100万石，合計1,000万石を目標に農家に自治的に籾貯蔵させ，
金利・保管料・運賃に対して政府が助成し，米価が標準最低価格より 1割以上
騰貴したとき貯蔵籾の売却を認める，などを内容としていた。しかし，これは
米生産そのものには触れていない点は別としても，その予算規模が当初計画の
半分に減額され，「標準最低価格より 1割5分以上騰貴」とあった原案も「1
割以上」に引きさげられ，倉庫建設・保管も当初政府自身の手でおこなうこと
になっていたのが地方機関（市町村・産業組合など）が自治的におこなうことに
変更されるなど大幅に後退し，その政策効果もあまり期待しえないものとなっ
た。この政策は農村救済策として立案されたものではあったが，籾貯蔵は経済
的にゆとりのある地主や上層農にのみ可能だった。
こうして米穀統制法を補強するためのより強力な措置として，「米穀自治管
理法」が迂途曲折ののち36年にようやく成立した61)。
それは，政府推算の過剰米を，内地と朝鮮・台湾双方に割当て貯蔵させる，
そのさい府県と市町村に産業組合組織を基礎とする米穀統制組合を，そして中
央には米穀自治管理委員会をそれぞれ設立し，中央の指図のもとに，過剰米を
各地に割当て貯蔵させようとしたものである。過剰米貯蔵の各地への割当て，
とりわけ内地と植民地への割当てをめぐる対立は依然存在したが，従来の籾貯
蔵に較べると，植民地もふくめて全国的統制機能は一段と強化された。だが，
この法律が発効したときは，すでに日中戦争が開始され，米過剰もようやく解
消して逆に不足へと推移していく時期に当たっていた。こうして，もともと過
61)その経過については，川東浄弘前掲「昭和農業恐慌下の米価政策の転換」を参照。
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剰対策として立案されたこの法律は，現実には戦時米穀統制を担うものとして
機能せしめられることとなったのである。
IV 小麦増産5ヵ年計画：政府が米の過剰対策，そのための減反・減産に腐
心していたさなかに，小麦については逆に増産5カ年計画 (33-37年）が立案・
実施され， しかも増産政策としては「異例の成功を収めた」 62)とされたこと
は，いささか奇異に感じられる。事実，第10表にもみられるように， 31-35年
平均を21-25年平均と対比すると，その間小麦の内地消費量はそれほどのびて
いないのに，小麦輸出一実態は小麦粉ーは12倍にも著増し，移出も倍増してお
り，そのもとで国内生産は44彩の大幅増を示し，輸入増の13彩を大きく上廻っ
ている。その結果，小麦自給率も， 62.3彩とかなり低い状態から85.7彩に著増
して，完全自給に近づく勢いをみせている。どうしてこのような事態が可能で
あったかは， 1960-70年代の日本の麦作衰滅過程と対比する意味でも興味ある
問題である。
もともとこの計画は，「一面食糧政策の見地から，他面国際貸借改善の見地
から，．また一つには耕地集約栽培による農業経営改善の見地から」63)たてられ
た，と当時もされていた。このような見方の不十分さはのちにふれるとして，
この計画は，経済更生計画に組みこまれる形で， 5年間に小麦の作付面積18万
ヘククール増，反収20彩増， 300万石の増産を企図していた。そして，この300
万石は， 11万ヘククールの水田裏作64)と，のこりは畑麦作の拡大によって実現
することとされ，これによって自給率の大幅な引上げが企図された。
ところが， この 5カ年で300万石増産という目標は，現実にはわずか 2年で
達成された（第1表）。この小麦増産は，救農土木事業とともに，農業恐慌に苦
62)井上睛丸 前掲書， 385ペー ジ。
63) 「日本農業年報」第1輯， 468ペー ジ。
64)当時，水田一320万ヘククールのうち， 1毛田一190万ヘククール，そのうち，直ちに
裏作の可能な水田一50万ヘククール，排水工事により裏作可能となる水田一60万ヘク
タール，計110万ヘククールとされ， その10%(11万ヘクタール）に裏作小麦をつく
る計画がたてられた（前掲「日本農業年報」第7輯， 112ページ）。
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第1表小作増産の実績 （単位： 1,000石）
1 作付反別 i収獲高 1乱悶畠 1 増産計画
1932年 508.7 6,497 
33 616.5 8,013 . 1,516 400 
34 648.5 9,451 1,438 900 
35 663.9 9,656 205 
36 689.0 8,961 △ 695 
37 724.6 9,996 1,035 
資料）農林省「本邦農業要覧』昭和17年版， 156ペー ジより作成。
しむ農民に，冬場の就業と所得を付け加えるものとして歓迎され，多くの農民
がこの計画のもとに増産に励んだ。
井上晴丸は，この計画の「成功は，何より関税大幅引上げ政策によって支えら
れたものであった」65), としている。事実， 32年6月の関税定率法改正によっ
て，鉄鋼をはじめ重化学工業品とともに，小麦も従来の毎 100斤=1円50銭→
2円50銭へ， また小麦粉も 2円90銭→4円30銭へと大幅に引上げられた。だ
が，問題は，この関税引上げと為替ダンビングのもとで小麦の国内価格と国際
価格の関係がどうであったかということである。
食糧政策や農業経営・国際収支の改善の見地からいくら小麦増産が必要だか
らといって，それでただちに増産が実現するわけではないo当時，日本ではすで
に製粉資本が発展しており，輸入小麦も含めて小麦消費を拡大しつつ小麦粉の
生産と輸移出を急増させていたが，そのさい外麦消費に強く依存してきた製粉
資本にとって，内麦消費拡大のきめ手となったものはその価格関係であった。
この小麦増産計画が「異例の成功を収めた」背景として，小麦の国際比価に注
目する必要があろう。
柘植徳雄の研究(12表，資料，参照）によって，当時の日本の包装込み小麦生産
者価格を，主要外国の生産者価格と較ぺると，第12表のごとくである。それに
よると， 34-38年平均では（同表，その1), 日本の小麦価格は西欧諸国よりも
65)井上前掲書， 385ページ。
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第12表小麦の生産者価格 （セント/kgr)
（その 1)国際比較 (34-38年，年平均） （その?)日本とアメリカの対比
????????ッ???
??
????????
??
??
?
???????? ィ
8710463 
324786 
|日 本wlアメリカ(B)I (A)/(B) 
1934年 2.9 3.1 0.94 
35 3.2 3.0 1.07 
36 4.0 3.8 1.05 
37 4.4 3.5 1. 26 
38 4. 7 2.1 2.24 
資料）柘植徳雄「農産物国際価格の格差形成」（『農業総合研究」第34巻第1号， 1980年
1月，所収） 180-181, 184-185ページ。より作成原資料は，FAO: Production 
Yearbook, FAO: Monthly Bulletin of Agricultural Economics and Statistics. 
注） 1. 日本は包装込み生産者価格。
2. オーストラリアは卸売価格，アメリカは未償還融資の引当金をふくめた平均
生産者価格，ィンドは39年の平均卸売価格。
3. その他くわしくは，柘植論文，表注，参照。
第13表 小麦の卸売価格 （セント/Kgr)
I(H硬aシr質dカ冬オW小打in場麦ter)!東茨 城京 市3 場等 平ニ均ュ為，ー1ヨ0替0ー円クに相向つ（き場電信ドル） 
1929年 4. 78 5. 77 46.070 
30 3.09 4.98 49.367 
31 1. 95 3.44 48.871 
32 1. 95 2.68 28.120 
33 3.45 2.69 25.227 
資料：USDA (United States Department of Agriculture) Yearbook of Agricu/. — 
ture, 1935, p. 364, 食糧庁食糧管理局『食糧管理統計年報』1948年度版，174ペー ジ，
日本銀行調査局『本邦経済統計』， 1934年， 31ページより作成。
注）この表の作成にあたっては柘植徳雄の教示をえた。
'••、
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かなり割安であり，賃金• 生活水準の低い中近東に較べてさえ安かった。これ
に対して，世界の一大新興小麦生産国であるアメリカ・カナダ・アルゼンチン
に較べると，日本がやや割高であるが，その格差は僅少だった。ところで，ぃ
ま小麦価格が最低であったアメリカをとりだして， 34→37年の推移において日
本とくらべてみると（同表，その2),34年についてはむしろ日本の方が割安と
なっており， 35年から割高に転じはするが， 35,36年はほとんど差がなかった｀
ことがわかる（しかも日本は包装込み価格）。さらに， 第12表のFAOの統計で
は， 34年以前の生産者価格についての数字が得られないので，それに代るもの
として，第13表によって日本とアメリカ市場での小麦卸売価格を， 29→33年の
推移においてみると， 29→32年には日本が割高であったが， 33年には逆転して
日本がかなり割安になっている。
以上のように，小麦増産計画が実施され，「異例の成功を収めた」 33, 34年
には，価格最低のアメリカ小麦をとってみても，関税・運賃・保険料などをく
わえたその輸入価格に較べて，日本の小麦価格は為替相場の急激な円安に影響
されてかなり割安になるという関係が形成されていたといっていい。ここに日
本の製粉資本をはじめとする内麦消費拡大の条件があったのであり，またそれ
に支えられて日本で急速な小麦増産の可能性も生れたのである。
もちろん， この「異例の成功を収めた」小麦増産は，農民にと，って同時に
「異例の成功」であったわけではない。大麦．裸麦からの転作を伴いつつ進行
した小麦の急速な増産はかえってその価格関係を悪化させ， 33→34年には小麦
価格がかな・り低落するといった事態も起った。深刻な農業恐慌下，過剰労働力
をかかえた農民が小麦増産に走るなかで，あらたに小麦過剰が生ずるおそれが
多分にあった。計画途中の34,35年には，早くも従来の増産第一主義からの政
策転換がおこなわれ，小麦栽培面積拡張計画もひとまず中止され，増産から麦
作改良へと重点が移されることとなった。
他方，小麦増産計画のもとで，「団体栄えて農民衰う」といった状態もあら
われた。関税引上げによる小麦粉騰貴と市場むけに急増する原料小麦の買い叩
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きとによって，製粉会社は甘い汁を吸い，また，この小麦増産計画が経済更生
計画と結合されて，販売統制その他の事業に対する助成がおこなわれるもとで
産業組合や農会の事業は拡大し，強化された66)。急速な小麦増産という一面の
みをとらえて「異例の成功」とするわけにはいかないのである。
5. 「満州」農業移民
「満州」農業移民計画67)が，経済更生計画の一環にくみいれられ，分村計画を
伴う形で本格化するのは，すでに農業恐慌も終わり戦時体制へと移っていく 36
年以降のことだといっていい（同年，広田内閣のもとで20カ年100万戸開拓民送出
計画発表）。このこと自身，農業恐慌期に展開された国家独占資本主義的農村対
策が恐慌克服策としても限界をもっており，日本農業の重大な病弊をなしてい
た農村過剰人ロ・土地問題を解決しえなかったことを意味する。過剰人口と土
地問題の「外」にむけての「解決」を重要な側面として，移民政策は36年から
本格化されることになった。
だが，「満州」移民政策は，端緒的には，「満州事変」とともに開始された。
対中国の植民地的制圧のための拠点であり，対ソ連社会主義制圧のための橋頭
堡でもある「満州」という，「帝国の生命線を永遠に確保するの根本策」とし
て，「満州農業移民の遂行がもっとも捷径なり」68)として， 32年，関東軍と府県
の協力のもとに拓務省の手で「移民送致の第一歩をふみだす」べ<, 500人送
致の計画がたてられ，翌33年から吉林省佳木斯付近への「試験移民」の送出が
開始された。以後， 35年までに 5回にわたり約1,800人の農業移民が送りださ
66)前掲「日本農業年報」第7輯， 115-117ページ参照。
67) 「満州」農業移民についてくわしくは， 満州移民史研究会「日本帝国主義と満州移
民」竜渓書舎，1976年，高橋泰隆「日本ファシズムと「満州』農業移民」（『土地制度史
学』第71号， 1976年4月，所収），小林弘二「満州移民の村』筑摩書房， 1977年を参
照。ただし，高橋，小林のあげる移民事例は37年以降のもの。
68)森重干夫（拓務省事務官）「満州農業移民について」（『帝国農会報』第23巻第10号．
1933年10月，所収） 53ページ。
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れた。
「満州」農業移民は，深刻な農業恐慌のもとでの農民疲弊と体制的危機を，
排外主義のもとで対外的に「打開」しようとするものだったが，それは軍部の
．みならず，下からのファシズム運動や加藤完治・石黒忠篤らの運動をはじめ，
民間レベルの主張としても，当時，有力な潮流を形成しつつあった。下からの
ファシズム運動を代表するとされる橋孝三郎・権藤成卿・長野朗らの「自治農
民協議会」は， 32年，「満蒙移住費5,000万円補助」の要求をかかげ， 16県から
32,000人の署名をあつめて対議会請願運動を展開していた。こういった状況の
もとで， たとえば「長野県経済改善委員会」 ~ 済更生計画にもとづいて県に設
置された）は， 33年， 7項目からなる陳情書を政府に提出し，その一項に「満州
国二対スル移住国策ヲ実現セラレクキコト」をかかげていた69)。拓務省事務
官・森重干夫をして「ひとたび満州農業移民問題起るや，内地朝野各方面でさ
かんに喧伝せられ，満州移民熱は燎原の火勢をもって全国に横溢した」70)とい
わしめるような状況のもとで，この移民計画はたてられ，実施の第一歩を踏み
だしたのだった。
中国人民の国土を略取し，彼らの抗日武装闘争を排除・制圧しながらの集団
的移民・入植であったから， この時期の農業移民の実態は，「武装移民」だっ
た。「もちろん，自衛の必要上， あるていどの武装はしている。 また警備指導
のためには，陸軍の予後備将校が拓務省の嘱託として配置され」るというもの
ものしさだった。だが，「これを武装移民と称することは，，いささか不穏に聞
．．．． 
ゆる点もあるのでこれを避け，もっぱら自衛移民と称」71)(傍点ー暉峻）するほ
どの気のつかいようだった。
ところで，農業移民の対象とされたのはどのような階層，地域のものだった
69)小林弘二前掲書， 29-30ページ。
70)森重干夫 前掲論文， 54ページ。
71)森重干夫前掲論文， 58ページ。
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のだろうか。まず，「移民の選定範囲は，無産農家の二三男を目標としてい」72)
（傍点ー 暉峻）た。 内地では土地も持てずに窮乏にあえぎ，「徒らに健腕を撫し
つつ，陰鬱なる空気に塞さるるのみであった」小作貧農の二三男，こういった
「無ー物の青年が，やがて相当な自作農にならんとする」73)と， 内地では叶わ
ぬ夢も「満州」では実現できるとして，移民熱があおられた。恐慌期の国家独
占資本主義的農村対策をもってしても処理しえずに，貧農・半プロ層を中心に
農村に部厚く滞留していた相対的過剰人口を「満州」に移出することによっ
て，農業問題，その中心である土地問題の「打開」が計られたのであった。
そして，中国人の抗日武装闘争と対抗するために武装と集団生活が必要とさ
れた関係から，さしあたり「移民の選定範囲を原則として在郷軍人ということ
にし」74)た（とくに第1, 2回移民）。 さらに集団「単位構成には同一県出身者を
もってするのが便利である」として，選定府県の範囲も，第 1回移民では，恐
慌による窮乏の度合，「満州」出征師団の管下などの事情を考慮して，青森・
岩手・秋田・山形・宮城・ 福島・茨城・群馬・栃木・長野・新潟といった，東
北・北関東・北陸を中心とする東日本稲作・養蚕地帯11県に限定された。さら
に，第2回移民では (33年6月），上記のほか，東京・千葉・埼玉・山梨・神奈
川・富山・石川・福井の 8県が追加された。しかし，いずれも，恐慌による打
撃がとりわけ深刻で，小作争議も激発していた東日本に選定範囲が限定され，
東海・近畿以西の西日本の府県が除外されていることが注目される。
内地では希望もなく貧窮のどん底にあえぎつづけ，けっきょく日本帝国主義，
ファシズムと排外主義の道に賭けざるをえなかった貧農・半プロ層は，営々辛
苦の末に，「満州」の地で晴れて「相当な自作農」になり， そのかなりのも
のがやがて地主や富農にまで成長してこんどは中国人に土地を貸しつけ，彼ら
72)同前， 58頁。なお，「満州」農業移民が貧農層を主体としていた実態については，さ
らに高橋泰隆，小林弘二 前掲論文• 著書を参照。
73)森重干夫，前掲論文， 54,58ペー ジ。
74)同前， 59ペー ジ。
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を雇う身分になった。だが，その彼らも1945年の日本帝国主義の崩壊とともに
ふたたび「無ー物」の状態に一挙につき落され，数万人もの人々が「満州」の
地で死に，辛うじて生きのびた人々も惨憎たる状態で内地に引揚げねばならぬ
という運命に晒された。いや，それより以前に，恐慌期の「満州」農業移民は，
現地に着くや否や中国人の激しい抗日武装闘争に遭遇し，多くの尊い命を失わ
ねばならなかった。 33年2月に佳木斯入植の先遣隊150人は，わずか半年のあ
いだに「数回匪賊の襲撃をうけ10名近くの犠牲者をだした」75)のであった。
(1981.4.9 受理）
75)同前， 61頁ページ。
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